
ICT ワーキンググループ（第１回） 

１．日 時 平成２５年１１月２９日（金）１０：００～１２：２０ 

２．場 所 中央合同庁舎４号館共用第１特別会議室 

３．出席者：（敬称略） 

（構成員） 相田 仁（座長）、石川 正俊、大須賀 美恵子、川人 光男、佐々木 繁、土井 美

和子、西 直樹、西村 正、丹羽 邦彦、羽生  貴弘、山田 澤明、渡邊 久恆  

（議 員） 久間 和生 総合科学技術会議議員 

（関係機関）田原 康生 課長（総務省 技術政策課）、荻原 直彦 室長（総務省 研究推進室）、

仲田 忠司 室長（消防庁 消防技術政策室）、 宮崎 貴哉 室長（経済産業省 デバ

イス産業戦略室） 

（説明者） 田畑 伸哉 情報科学技術推進官（文部科学省 参事官（情報担当）付）、鏑木 健志 

課長補佐（文部科学省 環境エネルギー課）、反町 耕記 室長代理（独立行政法人理

化学研究所 創発物性科学研究推進室） 

（事務局） 中野  節 官房審議官、山岸  秀之 官房審議官、中川  健朗 参事官、田中 宏 参

事官 

４．議事次第 

(1) ＩＣＴ－ＷＧのねらいおよび進め方について 

(2) 今後さらに取り組むべき課題について 

 山田構成員プレゼンテーション

 丹羽構成員プレゼンテーション

 川人構成員プレゼンテーション

 大須賀構成員プレゼンテーション

 今後さらに取り組むべき課題に対する意見募集について

(3) Ｈ２６年度アクションプラン特定施策のレビューについて 

【経産省】 

＊「次世代型超低消費電力デバイス開発プロジェクト」 

＊「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」 

【文科省・経産省連携】 

＊「創発現象を利用した革新的超低消費電力デバイスの開発」、「スピントロニクス技

術の応用等による極低消費エネルギーＩＣＴ基盤技術の開発・実用化」、「ノーマリ

ーオフコンピューティング基盤技術開発」 

(4) その他 

５．配布資料 

資料１－１：ＩＣＴ－ＷＧのねらいについて 

資料１－２：ＩＣＴ－ＷＧ運営規則（案） 

資料１－３：ＩＣＴ－ＷＧの進め方について（案） 
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資料２－１：山田構成員説明資料 

資料２－２：丹羽構成員説明資料 

資料２－３：川人構成員説明資料 

資料２－４：大須賀構成員説明資料 

資料２－５：今後さらに取り組むべき課題に対する意見募集について（案） 

資料３－１：「次世代型超低消費電力デバイス開発プロジェクト」説明資料 

資料３－２： 「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」説明資料 

資料３－３：「創発現象を利用した革新的超低消費電力デバイスの開発」、「スピントロニク

ス技術の応用等による極低消費エネルギーICT 基盤技術の開発・実用化」、「ノー

マリーオフコンピューティング基盤技術開発」説明資料 

 

６．議事 

 

【事務局（田中参事官）】  

皆様、おはようございます。 

 定刻となりましたので、第１回目のＩＣＴワーキンググループを開催いたします。 

 私は、当ワーキンググループの事務局の田中でございます。よろしくお願いいたします。 

 皆様にはご多忙の折ご出席いただき、誠にありがとうございます。 

 それでは、第１回の開会に当たりまして、重要課題専門調査会の久間会長よりご挨拶をいただきた

いと思います。よろしくお願いいたします。 

  

【久間総合科学技術会議議員】 

 皆さん、おはようございます。 

 本日は、お忙しい中、お集まりいただきまして、どうもありがとうございます。 

 第１回目のＩＣＴワーキンググループを開催するに当たりまして、一言ご挨拶申し上げます。 

 総合科学技術会議では、第４期科学技術基本計画及び科学技術イノベーション総合戦略に掲げる重

要な課題を迅速に達成することを目的として、重要課題専門調査会を設置しました。重要課題専門調

査会では、課題達成に向けた推進策や、今後取り組むべき課題の方向性を示すことが期待されており

ます。このたび開催しますＩＣＴワーキンググループは、ＩＣＴに関する専門的な調査・検討を行い、

重要課題専門調査会に対し提言することを目的に設置させていただいたものです。 

 内閣府における、これまでのＩＣＴに関する議論では、アプリケーションなど上位レイヤーでの議

論を中心に行ってきました。今後、アプリケーション側から、より一層高い要求が生じると考えられ

る、伝送遅延の低減、消費電力の低減、耐災害性の強化などの諸課題については、ソフトウエア・ア

ルゴリズムなど上位のレイヤーからのアプローチのみでは限界があると思われますので、より物理レ

ベルに近いデバイスの視点からもシステム全体を見直すことが必要であると考えております。一方、

デバイス開発に当たっても、デバイス単体でのスペックの視点に留まることなく、それらを用いたシ

ステム・アプリケーションとしての視点を持って開発を進めることが重要だと考えております。 

 そこで、本ワーキンググループでは、デバイスからアプリケーションまで出口戦略を明確にした一

気通貫議論を進めることを基本に、将来のＩＣＴ利活用の種となるコア技術の検討、アクションプラ

ンで特定された重要施策等について、大きな成果を効率的に導くための検討、第４期基本計画のレビ

ューに資する評価指標及びその評価、今後の取り組みについて検討を行っていきたいと思います。 

 これらの検討に当たりまして、グローバルで勝ち抜くための目標を作成し共有化すること、産業化

に向け規制改革や国際標準化施策等で、更に考慮しておいたほうがいいような施策等についても念頭
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に入れ、忌憚なくご議論いただきたいと思います。私の専門分野も近いので、非常に力が入っており

ます。 

 なお、東京大学大学院教授の相田先生には、本ワーキンググループの座長をお願いします。よろし

くお願いします。 

 

【事務局（田中参事官）】  

 ありがとうございました。 

 ここで構成員の先生方のご紹介をさせていただきたいのですけれども、大変申しわけございません

けれども、本日、議題が非常に立て込んでおりますので、議事次第をめくっていただくと、その３ペ

ージ目にＩＣＴワーキンググループ名簿がございます。この名簿をご覧いただくことでご紹介に代え

させていただき、この後の議論の際に各自ご発言いただければと思います。 

 また、この名簿を見ておわかりのとおり、各府省からも毎回出席いただく方々についても記載して

おります。各府省の課長の皆様方におかれましても、議論に積極的に参加いただくようよろしくお願

いしたいと思います。 

 さて、本日は構成員総数14名のうち12名が出席されております。 

 それでは、以降の議事進行を相田座長にお願いいたします。よろしくお願いします。 

 

【相田座長】 

 ただいまご紹介いただきました東京大学の相田でございます。僭越ながら座長を務めさせていただ

きます。 

 この会の位置づけにつきましては、久間会長のほうから詳しくご説明がございましたけれども、マ

スコミ等を見ましても、スマートグリッド、ビッグデータ、最近ですとスマートアグリということで、

ＩＣＴを使ってイノベーションを起こして、いろいろな社会が直面する問題に取り組んでいこうとい

うようなことは言われているわけですけれども、残念ながら日本のＩＣＴ競争力ランキングというの

を見ますと、世界で20位前後ということで、医療分野ですとか、電子政府ですとか、国内の利活用の

ところが弱いということは一つ言えるわけですけれども、では日本のＩＣＴ技術が海外で非常な競争

力を持っているかというと、残念ながら必ずしもそうではないということで、先ほどは一気通貫とい

う言葉もございましたけれども、シーズとなる技術から、実際にそれをいかに活用するかというとこ

ろ全体を俯瞰して検討するということで、今回、非常に幅広い分野の方々にお集まりいただいており

ます。 

 もう一つ、席の配列につきましても、事務局のほうの工夫で、敢えてメンバーの方と省庁の方と互

い違いに配置しているということで、余り対立構図にならずに皆さんで議論を交わす工夫というふう

に伺っております。 

 それでは、議事に入らせていただきます。 

 本日は大きく分けて３つのパートになっておりまして、最初はＩＣＴワーキンググループのねらい

および進め方についてということでご紹介いただきます。 

 ２番目は、今後さらに取り組むべき課題についてということで、今回、次回に構成員の方々からプ

レゼンテーションをいただくということで本日は４人の方にお願いしております。 

 ３番目は、平成26年度アクションプラン特定施策のレビューについてで、現在進んでおります施策

の状況につきまして、省庁からご紹介いただいた後、これを受けて、次回以降、構成員の方にレビュ

ーをいただくことになっております。まずは最初の議題の１についてで、ＩＣＴワーキンググループ

のねらいおよび進め方について、事務局から説明をお願いいたします。 
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（１） ＩＣＴ－ＷＧのねらいおよび進め方について 

【事務局（田中参事官）】  

 まず議題の１でございます。資料につきましては、議事次第の裏面に資料番号が入ったものとタイ

トルが入ってございますので、議事の途中でもし資料の一部がなければ、事務局のほうに手を挙げて

合図をしていただければと思います。 

 まず資料１－１をごらんください。 

 ＩＣＴワーキンググループのねらいについて、先ほど相田座長、それから久間会長からもメッセー

ジで触れられておりますが、このＩＣＴワーキンググループのねらいをまとめたものでございます。

これまで構成員の皆様にも説明させていただいたエッセンスを書いてございます。 

 ページめくっていただきまして、昨今のＩＣＴ政策を踏まえた問題意識ということですけれども、

３期の科学技術基本計画まではＩＣＴ技術そのものが課題となっておりましたけれども、先ほどご紹

介ありましたように、ＩＣＴは基盤技術としての利活用を中心としたというような形に第４期から変

わってございます。 

 赤字で書いてございますけれども、重要課題のためにＩＣＴの貢献度はますます大きくなって、Ｉ

ＣＴの利活用の促進による革新的新市場の創出が期待される一方、利活用に資する新たな弾込め、こ

れはＩＣＴそのものの強化ということができなければ、我が国のＩＣＴの競争力の弱体化が懸念され

るというものでございます。 

 一例で申し上げれば、今もモーターショーで自動運転のシステムとか話題になっておりますけれど

も、車も今後モジュール化、コモディティ化されて、エンジンもパワーエレクトロニクスとモーター

で置きかえられてしまうと、ＩＣＴの利活用というのはビジネスモデルを変えてしまうのではないか

ということまで言われているというような状況でございます。 

 ３ページ目、ＩＣＴのワーキンググループのねらいということで、ＩＣＴの利活用のみではなく、

ＩＣＴの強化と利活用の強化の両面から技術開発の方向性を議論し、双方による相乗効果によって、

新たな社会像を創出していくということでございます。 

 ４ページ目をご覧ください。 

 参考データでございます。先ほど座長、会長からもお話がありましたけれども、市場予測というの

は更にグローバルＩＣＴというのが広がっているわけですけれども、国際的な指標は下がっていると

いうことが表されています。右側のグラフがありますけれども、右上は技術貿易の推移で、特許等、

ですけれども、アメリカ、ドイツ、イギリスというところが技術輸出も増えているし輸入も増えてい

るということで、オープンイノベーションを推進しているけれども、日本では自前主義が蔓延してい

るということが表されています。下のは、主要国におけるハイテクノロジー産業貿易額の推移で、製

品ですけれども、やはり伸び悩みをしているというような状況でございます。 

 次に、５ページ目は、端末機器、それからデバイスについてもシェアをどんどん今下げている。例

えばデバイス、半導体については、世界市場は広がっているのですけれど、本来あるべき売り上げの

拡大がなされていないという状況でございます。また、右側ではサイテーション、論文引用数につい

ても非常に停滞して、その他の後塵を拝しているということでございます。 

 ６ページ目は、ＩＣＴワーキンググループの議論を進めるに当たっての観点ということで、ＩＣＴ

ワーキンググループのねらいを踏まえ、デバイスとアプリケーションを相互連携した議論を行ってい

くということでございます。内容については、重複いたしますので、割愛させていただきます。 

 ただ、このような観点も踏まえ、今回、ＩＣＴワーキンググループの取り扱う範囲とそれから構成

員が設定されていますので、よろしくお願いします。 

 ７ページ目でございますけれども、ＩＣＴワーキンググループの設置と検討体制ということで、重

要課題専門調査会で提出された資料でございます。次世代インフラ・復興再生の戦略協議会の下にＩ
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ＣＴワーキンググループが入っているような形になってございますけれども、注２にございますよう

に、ワーキンググループは各分野の専門性に鑑みて設置し、分野を共通する事項も扱うということで、

例えばナノテクノロジー・材料ワーキンググループからナノエレについてはＩＣＴワーキンググルー

プの中で全体を見ていくということでございます。それはデバイス、アプリケーション一体型、一気

通貫でやっていくというようなことでございます。 

 次に、資料１－２でございますけれども、ＩＣＴワーキンググループの運営規則（案）となってご

ざいます。 

 これにつきましては、例えば簡単に説明いたしますけれども、３条で構成員の欠席と書いてござい

ますけれども、これについては構成員で議論することを主として代理人を置かないとか、議決権の行

使を委任することはしないと、記載しています。 

 議事の４条でございますけれども、議決については構成員の過半数が出席していなければ議決する

ことができないと、記載しています。それから、第４条の３項ですけれども、関係機関に対して必要

な協力を求め、調査・検討等に参加させることができると、記載しておりまして、今回、各府省の課

長様方にも参加いただいているということでございます。 

 それから、調査・検討事項の第５条でございますけれども、（１）、（２）と書いてあるのは、そ

れぞれの形式上、戦略協議会から議事事項を引っ張ってきているということでございます。 

 ２ページ目の次世代インフラ・復興再生戦略協議会の運営規則の一番下のところに下線が引いたと

ころがございます。戦略協議会は、ＩＣＴワーキンググループを設置し、第１項（１）のうち別紙に

定める分野を対象といたします旨、記載しております。 

 そして、次のページにつきましては、第５条第５項におきまして、戦略協議会は第３項に関する事

項については、ＩＣＴワーキンググループの議決をもって戦略協議会の議決とすると書いてございま

す。そういう意味では、ＩＣＴワーキンググループに議題を持ってきて、ここで決を採ったものが議

決となるということでございます。 

 具体的にどういう分野が担当になるかについては、次に付属しています別紙、Ａ３で折り畳んでご

ざいますけれど、この別紙の中のピンクの色で記載させていただいた分野がＩＣＴワーキンググルー

プの担当となってございます。 

 以上が運営規則（案）のご説明でございます。 

 最後でございますけれども、資料１－３でございます。ＩＣＴワーキンググループの進め方につい

て（案）でございます。内容については既に構成員の皆様方には事前にご説明させていただいた内容

ですけれども、かいつまんで簡単に説明させていただきます。 

 ２ページですけれども、この重要課題専門調査会及びＩＣＴワーキンググループでは、３つの観点

について検討して参ります。 

 １番目として、第４期科学技術基本計画レビューということで、一部を調査委託しながら進めて参

ります。②については、平成26年度アクションプラン特定施策のレビュー、③については、今後さら

に取り組むべき課題ということで、これについても一部、調査を委託して参ります。 

 こういうことをやって、助言の取りまとめということで、評価指標に対する施策の貢献度評価、そ

れからアクションプランについては留意点の取りまとめ、それから今後取り組むべき課題については、

それを明確化して、平成27年度のアクションプランに向けた取り組み、こういった予算の重点化に繋

げていくということで、ここで取りまとめていただいた助言を総合科学技術会議にダイレクトにイン

プットして、調査審議、意見具申していくということになります。 

 ３ページ目でございますけれども、これも構成員の皆様方にお願いしている事項でございます。レ

ビューにつきましては、適切な指標が選ばれているか、評価内容は適切かとの観点をコメントいただ

き、官民で共通認識を持つことができる指標をつくっていこうというものでございます。 
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 ２点目、アクションプランにつきましては、担当構成員の助言を取りまとめ、ご提案いただくと。

まさにここは評価の場ではなく、ここにいる構成員と各府省の方々でより良いものにしていくという

スタンスで、そういう意味で構成員にも今回いろいろと多くの宿題をお願いしているという状況でご

ざいます。 

 ３点目は、注目課題についてご提言をいただくということでございます。 

 同じように４ページ目につきましては、各府省にも同じようなお願いをしておりますので、各府省

の方につきましても宿題だけでなく、議論にも参加いただきたいと思っております。 

 ５ページ目でございますけれども、議論の進め方の順番でございます。１、２、３というのをそれ

ぞれ縦に書いてございますけれども、最初にＩＣＴワーキンググループのねらいから問題の共有意識

を始めることから始めるためには、今後さらに取り組むべき課題ということからディスカッションを

始めていただいて、その後、アクションプランのレビューというのをペアで各府省から説明いただい

て、構成員から助言、それをある範囲ごとに２つのペアでやっていくと。最後に第４期科学技術基本

計画のレビューですが、調査委託をしておりますので、サンプルをお示ししながら意見をいただいて、

まとめていくと。その中には経済団体との議論も含むと。指標ができ上がってから、もう一度②、③

というものも振り返っていただくという形でどうなのかなというふうに考えてございます。 

 私からは以上でございます。 

 

【相田座長】 

 ありがとうございました。 

 ただいまご説明いただきました議題１、ＩＣＴワーキンググループのねらいおよび進め方について、

ご質問、ご意見等ございますでしょうか。よろしゅうございますでしょうか。 

 質問がないようでしたら、これはきちんと承認するという手続を踏ませていただきたいと思います

ので、ただいまご説明いただきましたＩＣＴワーキンググループの検討範囲、それから運営規則、検

討の進め方について異議はございませんでしょうか。 

〔「異議なし」と声あり〕 

 

【相田座長】 

 それでは、ご承認いただいたと扱わせていただきます。どうもありがとうございました。 

 

(２) 今後さらに取り組むべき課題について 

【相田座長】 

 続きまして議題２、今後さらに取り組むべき課題についてということで、ただいま事務局からご説

明がございましたように、今回と次回に分けて構成員の方からプレゼンテーションをいただくという

ことで、本日は山田構成員、丹羽構成員、川人構成員、大須賀構成員にプレゼンテーションをお願い

いたしております。 

 時間の関係で各構成員から10分程度それぞれが考える課題をプレゼンテーションいただいた後、時

間的には５分程度の質疑応答時間を用意してございますけれども、場合によっては、全体を聞いてか

ら、まとめてという点もあるかもしれませんので、そこは適宜対応したいと思います。 

 まず山田構成員からお願いいたします。資料は２－１になります。 

 

【山田構成員】 

 野村総合研究所の山田と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 お手元に資料２－１がございます。これに沿って説明させていただきます。 
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 私のテーマはＩＣＴのサービス化というものに着目しまして、そういった観点からどういった研究

開発に今後取り組むべきか、ということについての幾つかの視点を整理させていただいております。 

 ＩＣＴのサービス化というのは、ハードウエアそのものよりも、サービスとして提供する付加価値

が高くなっていますということです。技術そのものの直接の価値よりも、それを複合的に生かしたサ

ービス自体が非常に大きな価値を持つようになってきている。そういった中で日本としてどういうも

のに取り組むべきか、ということを整理させていただいています。 

 まず、１ページでございます。今、デフレが非常に問題になっておりますけれども、冷静に消費者

物価指数を見ると、デフレの大きな要因のひとつは、デジタル機器です。情報機器のハードウエアの

性能が上がっていることもあるのですけれども、実質的な価格というものがどんどん下がってきてい

るということがございます。 次は、ＩＣＴのサービス支出ということで、この資料は、家庭のみを

見ているわけですけれども、家計における電話通信料というものは年々増加しています。固定電話に

つきましては減少しているわけですけれども、移動体、モバイルについては一貫して増えています。

家庭では、家計支出における電話通信料の割合というものが一番下にパーセンテージで示してござい

ますけれども、全体としては着実に支払いが増えていて、これはある意味サービスを積極的に利用す

るようになってきていると見れます。 

 ３ページでございますけれども、こちらは時価総額ランキングを世界で見たものでございます。こ

れを見ますと、今、株価が動いているということもあるのですけれども、世界のトップファイブを見

ますと、１位がアップル、２位がエクソンモービル、３位、Ｇｏｏｇｌｅ、４位、マイクロソフト、

５番目がバークシャー・ハザウェイで、世界の時価総額の大きい会社５社の中にＩＣＴ会社が３社入

っています。 この意味をもう一度振り返ってみます。４ページに幾つかポイントを示してございま

す。ご案内のように時価総額というのは株価掛ける株数ということで、毎日株価は動いているわけで

すけれども、会社の値段ということになるわけでございます。これを別な見方をしますと、将来の利

益も含めて、現在価値に換算したのが時価総額ということになります。つまり将来性、将来利益をた

くさん上げるだろう、あるいは非常に大きな付加価値を生むだろうと見られているものに関しては、

時価総額が大きくなるということでございます。 

 よくソニーとアップルが比較されますが、現在、ソニーの時価総額に対して、アップルはその24倍

ということで、圧倒的に大きい付加価値がアップルのほうにはある、と見られているということでご

ざいます。 

 アップルは、ハードウエアを売っているというよりも、新しいＩＣＴのプラットフォームの仕組み

を売っているというふうに考えたほうがいいと思います。マイクロソフト、Ｇｏｏｇｌｅ、あるいは

アマゾンといったところも、ＩＣＴの新しいプラットフォームサービスを提供している会社であると

いうふうに見ることができると思います。 

 もう一つは、いずれも大企業が始めた事業ではなくて、全く新しい組織、会社として、新興企業と

してやっているところが成長しているということであります。当然これらの会社は大変研究開発には

積極的でございまして、組織風土においても、Ｇｏｏｇｌｅに代表されるように、イノベーションの

徹底した追求を志向しているわけであります。 

 ５ページにＩＣＴのサービス化という観点を改めて整理しております。一点目は、実際にサービス

支出が増えているということです。 

 二点目が、固定からモバイルへの大きな変化があるということです。 

 三点目は、将来も含めてですけれども、時価総額に見られましたように、サービスのプラットフォ

ームの提供そのものに非常に大きな価値があるという見方がされている点でございます。 

 それとも絡むのですけれども、サーバーを各自が所有するというよりも、インターネットを介して

利用していく、利用の時代になってきていることがあります。 
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 このようなＧｏｏｇｌｅ、アップルが目指しているクラウド・コンピューティングの世界というも

のが社会のインフラを、あるいは社会生活を変える可能性が大きいのではないかというふうに考えら

れます。 

 ６点目は、必ずしも大企業がこれをやっているわけではなくて、新しい新興企業が既存の規制の枠

にとらわれずに、あるいはそういったものに挑戦しながら、道を切り開いてきているという新しいエ

ンティティの活動ということが一つ特徴だと思っております。 

 次の資料でございますけれども、今回の検討は、ある意味政府としてどういった研究費の使い方を

していくのかという見方をしたときに、現状どうなっているのか私なりに改めて確認した資料が６ペ

ージ、７ページでございます。 

 日本の場合は、８割以上が民間が行っている研究開発というのが大きな枠組みでございまして、こ

の統計によりますと日本全体で、18.6％が、政府資金として使われています。特に日本の場合は政府

資金は、公的機関と大学を中心に流れています。 

 米国もそんなに大きく違うものではないのですが、やや国の比率が高いということと、それからも

う一つは、国の研究費が産業界にかなり使われているというところが構造的には違うと見ることがで

きます。 

 一応組織別にどういう研究をしているのかということで、基礎研究、応用研究、開発研究に分けま

すと、大学は当然基礎研究のウエートが非常に高いですということがいえます。また、もう一つの政

府の研究を担っている公的機関は、かなり開発研究も実はやっていて、３つに分けた比率でいうと最

も多いというふうになっています。 

 海外の公的研究機関はどんなことをやっているのかということで、たまたま私自身がオーストラリ

アのＩＣＴ専門の連邦政府の研究所とつき合いがあったものですから、そこの話を少し紹介させてい

ただきます。オーストラリアは国が人口的に見て小さい、コミュニティが小さいというころもあるの

かもしれませんけれども、官民連携というのを非常に重視しています。この官民のコラボレーション

に非常に大きな特徴があることと、それからスタートアップ企業ということで、研究開発成果を生か

す会社を作っています。オーストラリアの国の研究機関の例ではありますけれども、産業界とともに

こういったイノベーションを引き出すような実践的な活動をしているというのが私の受けた印象でご

ざいます。日本も是非こういった形になっていってはどうかというのが私の考え方であります。 

 以上の視点を踏まえて、ＩＣＴのサービス化、あるいは政府研究費を使うというふうに考えたとき

に、大きく３つのテーマがあるというふうに考えております。国の研究費ということなので、民間で

はできないような比較的リスクが大きい、あるいは中長期的な視点に立った研究、もう一つは民間単

独ではできない研究ということで、３つぐらいの大きなテーマがあると考えております。 

 一つが、今急速に広がってきているクラウド・コンピューティングを支えるような基盤的な技術で

す。ハードウエアも含めて、こういったネットワークをいかに安定的に、あるいは高速で、あるいは

大容量で運営するのかという技術が今後もますます必要になってくるということでございます。 

 ちなみにＧｏｏｇｌｅがサーバーを何台ぐらい持っているのかという話が話題になるのですけれど

も、一説によると100万台オーダーはあるといわれていて、電気使用量だけでも大変な量でございま

すし、100万台のコンピュータを連動して動かすという技術も非常に進んでいると思います。 

 １点目は、このクラウド・コンピューティングを支える、ここに書いてあるような基盤の技術でご

ざいます。 

 ２番目が、ポストスマートフォンということになると思いますけれども、もう少し人間とのヒュー

マン・インタフェースを改善した使い方というものが今模索されております。こういった分野も基礎

的な知識が必要となりますし、国なり、あるいは大学なり、そういったところが中長期的な視点で取

り組んでいく価値のある研究であると思っています。 
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 ３点目が、もう少し応用的に具体的に、日本が抱える高齢化であったり、あるいはエネルギー問題

であったり、あるいは防災であったりと、そういったテーマに関して新しいインフラとなるようなプ

ラットフォームを政府主導で開発してはどうかということです。ここにさきほどのオーストラリアの

ケースも踏まえて、民間とのコラボレーションだったり、あるいは既存の組織、既得権益を超えた取

り組みといったものがその際は非常重要ということを書かせていただいております。 

 具体的な次世代社会インフラ・プラットフォームということ大きく３つあると考えます。日本は、

課題先進国と言われています。が、世界に先駆けて高齢化の波を受けているというところ、あるいは

災害対策が、地震とかも含めて非常に大事である、原子力の問題もあってエネルギーを何とかしなけ

ればならない、といった大きな課題を抱えています。ある意味これは世界で最初に我々が経験してい

る世界でありまして、是非こういった分野をＩＣＴの利活用で乗り切ることによって、世界にも展開

できるような仕組みができるのではないかと思っているわけでございます。 

 具体的にこの分野でどんなテーマがされているのかということを簡単に検索してみた結果が11ペー

ジ以降でございます。高齢化掛けるＩＣＴというよりも、もう少しテーマを明確にして、医療という

ことで今回は分析しております。11ページに示してありますのは、2010年以降の特許・論文の割合の

高いものが何かということで整理したものでございます。ＩＴ技術である右側の表で、2010年以降で

増えている論文・特許というものを見ますと、クラウド、スマートフォン、タブレットなど、最近の

技術革新を受けたテーマが急速に増えているということが言えると思います。 

 12ページは、中心的なテーマは何かということで、テーマの関連性を分析したものです。医療掛け

るＩＣＴ分野については、ネットワーク通信というものが中心的なテーマになっています。次は画像

処理です。画像をどう処理して送信するのかというあたりが中核的なテーマになっているということ

であります。 

 次のページが同じく医療掛けるＩＣＴ分野の研究開発のテーマに関し、2003年以降の論文数を丸の

大きさで示してございます。色の濃さで分けているものは、2010年以降で比率が増えているものとい

うことです。つまり最近重要になってきているテーマということで見ているわけですけれども、こう

いった見方をしても、クラウド関連、あるいはスマートフォン関連、が最近、増えてきているという

ことでございます。 

 最後になりますけれども、ご案内のように医療分野でＩＣＴを使うということで、いろいろな既存

の法規制であったり、あるいは世の中の体制であったり、そういったものが壁になる場合があるわけ

であります。ここでは、新聞報道の中で技術に関して、法規制が語られているものの比率というもの

をグラフにしております。それで見ますと、やはり法規制というものがＩＣＴの活用に関してもいろ

いろなところで問題になってきているということが言えるかと思います。特に割合が高いのが情報セ

キュリティ、そして、クラウド、ＩＣカード、ビッグデータといったところです。これも昨今話題に

なっておりますけれども、個人情報の保護であったり、あるいは情報管理であったり、そういったも

のに対する対策も非常に重要なポイントになるということで、特にこういった法規制が重要なテーマ

に関しては、国主導でリスクをとりつつ、研究開発をするという意義が大きいと感じております。 

 以上でございます。 

 

【相田座長】 

 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの山田構成員のプレゼンテーションにつきまして、ご質問、ご意見等ございま

すでしょうか。 

 時間も押しておりますので、先に進めさせていただきまして、後でまとめてご質問等お受けしたい

と思います。 
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 続きまして、丹羽構成員のほうからお願いいたします。資料番号は２－２になります。 

 

【丹羽構成員】 ＪＳＴの丹羽と申します。よろしくお願いいたします。 

 資料２－２に沿いましてご説明させていただきます。 

 ２ページですけれども、「はじめに」というところで、今回、ＩＣＴ分野でどういう課題に取り組

むべきかということを考える上で、まず将来の産業構造がどうなっていくのかと、あるいはどうある

べきかということをまず考えてみたいというところからスタートいたしました。端的にいうと、日本

は何で食っていくのかということになります。こういう話になりますと、ここに「ＩＣＴ屋」と書い

てありますけれど、ＩＣＴコミュニティの人が将来像をいろいろ描いて、何となくＩＣＴが大事だよ

というところに持ってくるような、そういう将来像になってしまいがちなので、極力ＩＣＴに対する

バイアスがかかっていない、そういう方の見解を参考にしたいというふうに思いまして、ここに参考

図書ということで書いてありますけれども、こんなようなところを参考にしながら考えてみました。

そういう産業構造の姿をベースにＩＣＴはどういうことをやるべきなのかと、何ができるのかという

ことを検討してみたということであります。 

 ３ページ目にいっていただきますと、東京理科大の伊丹先生の本があるのですが、それに私も共鳴

するところが幾つかあったものですから、それに則って今後の我が国の産業構造を考える上でのキー

ワードというのを挙げてみたところが３ページ目であります。この本は、もちろん読まれた方は大勢

いらっしゃると思いますし、時間の関係もありますので、詳細は述べませんけれども、６つの項目が

キーワードであるというふうに挙げておられます。電力生産性、ピザ型グローバリゼーション、複雑

性産業、インフラ、中国、化学ということであります。 

 考えてみますと、ＩＣＴは、これらの全てに必須の分野でありまして、やはりＩＣＴは重要だなと

いうことを改めて認識したわけでありますが、特にこの中で１番目の電力生産性と３番目の複雑性産

業、４番目のインフラ、６番目の化学ということについて、特にＩＣＴとの関係を考えてみたいと思

います。 

 最初の電力生産性でありますけれども、これは先生の定義なのですが、付加価値総額をその産業が

使用した電力量で割ったものであります。これは今、日本産業を考える上で一番制約になるのが電力

であると思われます。発電用の燃料を買うために貿易赤字が毎月１兆円に上っているということで、

この問題の解決なくして、今後の日本の産業の将来像はあり得ないだろうということで思っています。

これが産業構造の変化を今後促すのではないかということです。 

 電力生産性を上げようとしますと、分子を大きくするのと分母を小さくするのと両方必要なのです

けれども、両方に対する措置をしていかないと、今後の日本産業はやっていけないのではないかとい

うことであります。 

 ５ページ目にいきまして、電力生産性を支える、上げていくためのＩＣＴとはどういうものかとい

うことを考えてみますと、まず分子を大きくするというほうは、次に申し上げます複雑性産業という

ことにも関係しますので、ここでは分母を小さくするというほうについて申し上げますと、よく言わ

れますような「Ｇｒｅｅｎ ｂｙ ＩＣＴ」と「Ｇｒｅｅｎ ｏｆ ＩＣＴ」ということになると思いま

す。「Ｇｒｅｅｎ ｂｙ ＩＣＴ」でいうと、特に大事と思われますのは、ＩＣＴを前提とした社会シ

ステムの設計であります。従来ある社会システムを単にＩＣＴで少し便利にしたというだけではなく

て、それを前提とした社会システムを根本的に考えるということが大事ではないかと。それから、

「Ｇｒｅｅｎ ｏｆ ＩＣＴ」のほうは、さっきも出ましたけれども、単にデバイスの消費電力低下と

いうことだけではなくて、各階層を連携させた総合的なアプローチが必要であるというふうに思われ

ます。 

 ６ページにいきまして、複雑性産業ということなのですが、これは今後の日本の産業で有望と思わ
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れるところは、この４つの条件が満たされる、全てあるいは大半を満たす産業分野が有望ではないか

ということです。これを考えてみると、これは伊丹先生の命名なのですけれども、複雑性産業という

ことではないかと。複雑な機械、素材、インフラ、サービスということです。例えば自動車でいえば

ハイブリッドカーとか、ハイブリッドカーというのは非常に複雑な制御をしているのですね。それか

ら、今後出てくる自動運転、それから宅配便ビジネス、これも非常に複雑なことをやっていると。化

学産業でいうと炭素繊維とか、ヒートテック、これも非常に複雑なプロセス、原理で成り立っていま

す。こういう分野が有望な分野ではないかということです。 

 もう一つ考えなくてはいけないのは、新しい産業分野を考えるということではなくて、どの産業に

も複雑性セグメントが存在するので、そういうところを大事にしていくということが大事ではないか

ということであります。 

 ７ページにいきまして、複雑性産業を支えるＩＣＴは何かということを考えたときに、やはりソフ

トウエアというのは非常に大事ではないかというふうに思います。何百万行とか、スマホなんかでも

1,000万行、2,000万行というような複雑なソフトウエアで成り立っているわけで、ソフトウエアです

ね、それから組み込みシステム、これも非常に日本産業全体として大事なことではないかと。そうい

う流れでいえば、ＣＰＳとか、ディペンダビリティ、セキュリティ、こういうところが大事ではない

かというふうに思います。 

 それから、８ページ、次はインフラ産業ということでありますが、インフラ産業も国内のインフラ

と海外インフラの展開ということで、両方を考えなきゃいけないというふうに思います。この２つは

同列に考えてはいけないので、国内のインフラというと、やはりセンサをつけて、細かく制御すると

か、あるいはきめ細かい運用とか、そういうことを考えなくてはいけないのですが、海外でそれをや

っても、電力も十分に来ないようなところにセンサを取りつけても意味がないということで、その辺

は十分考えながらやっていかなければいけないと思います。 

 それから、９ページ、今度は化学産業ということなのですけれども、化学産業というのは、国の国

際優位を築くのに非常に時間がかかる産業であると。いろいろな多面的なノウハウの蓄積が大事であ

りまして、一朝一夕には追いつけないような産業であると。それから、かつ次世代産業の技術的な基

礎を担うということで、例えば健康産業とか、エネルギー産業とか、環境産業とか、こういうことを

全て化学が基礎を担ってくるというふうに思います。 

 そういうところでＩＣＴはどういう貢献ができるのかというと２つあると思います。まず、１つは、

設計のところですね、新しい化学物質の設計ということで、これはマテリアルズ・インフォマティク

スという動きが出ております。 

 次の10ページにもありますけれども、アメリカではＭＧＩという動きがありまして、アメリカの府

省連携のプロジェクトが動き出していると、民間も含めてですね。９ページに書いてあるマテリアル

ズ・インフォマティクス関連の重要な研究開発項目とか、検討項目はそこの枠の中に書いてあるよう

なことではないかというふうに思います。 

 飛ばしまして11ページ、もう一つのＩＣＴの貢献ということは、生産技術の高度化ということであ

ります。化学産業というのは、大規模なプラントを使うことが多いので、そういうところを安全に操

業して、しかも効率を上げていくということが非常に大事であります。また、電力も余り使わないよ

うにやっていくということが大事で、特にディペンダビリティの向上というのは大事であります。先

日も化学プラントでの事故がありましたけれども、ディペンダビリティは非常に大事であると。そう

いう中で特に申し上げたいのは、枠の中に囲ってありますけれども、一番下に書いてあるナノ材料Ｗ

Ｇ、環境ＷＧがありますけれども、それとの連携を是非強化してやっていったらいいのではないかと

思います。 

 12ページ、今後の日本の産業構造に関する考察をベースにして、ＩＣＴ分野での重要な課題を検討
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してみました。これは誤解を恐れずに大ざっぱに単純化していいますと、ソフトウエア、省電力と書

いてありますけれど、いわゆる電力関連の技術ですね、それからディペンダビリティ、セキュリティ、

これも非常に大事なので、この分野ではないかなと、敢えて言えばということであります。 

 それから、もう一つ言いたいのは、先端的な研究開発項目はこれが大事、これが大事ということが

言えますけれども、ｗｈａｔとともにｈｏｗとか、ｗｈｏとか、ｗｈｅｎという検討が非常に必要で

ありまして、下に具体的に書いてありますけれども、こういうところをこのＷＧで検討して、提案し

ていくべきではないかというふうに考えます。 

 以上であります。 

 

【相田座長】 

 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの丹羽構成員のプレゼンテーションにつきまして、ご質問、ご意見等ございま

すでしょうか。 

 ちょっと私から、後ろの化学プラントの制御ということについてお伺いしたいのですけれど、これ

はこれからこのノウハウ自体をつくっていくのか、それと過去にあるような、例えば農業とか、そう

いうほうですと、いろいろ人がノウハウとして持っていたものをそこからＩＣＴで取り出すというの

でしょうか、そういうところが中心になるかと思うのですけれども、こちらの場合にはどのような。 

 

【丹羽構成員】  

多分両方あると思うのですね。いろいろな側面があると思います。既に化学の大規模プラントとい

うのは相当ＩＴも使われ、制御機器、計測装置も使われて、それなりに効率化されていると思います

けれども、今後さらに電力生産性というものを向上させていこうと思うと、より緻密な制御、計測が

必要になると思いますし、それから決して事故が起こらないようなディペンダビリティ、それから今

後セキュリティという点でも大事になると思います。そういう点をここでは強調したいと思います。 

 

【相田座長】 

 ありがとうございました。 

 

【久間総合科学技術会議議員】 

 将来に向けての技術テーマをまとめていただき、よかったと思います。丹羽さんがご指摘された中

で、来年度のアクションプランで抜けている分野や、日本の国際競争力を強化、維持するために、す

ぐに始めなくてはいけない分野は、どういった分野でしょうか。 

 

【丹羽構成員】 

 難しいですね。これはどれをとっても、結構時間がかかる話かなというふうに思っています。国際

競争力といった場合に、何をもって国際競争力とするかなのですけれども、私は非常に大ざっぱに誤

解を恐れずということで、最後に３つの分野を挙げましたけれども、こういうところというのは、指

標がすぐに見えてくるというようなところでは必ずしもないのかなというふうに思っています。だか

ら、論文の数とか、非常にわかりやすい指標がありますけれども、そういうところですぐに指標の改

善が見えるということはなかなか難しいかなというふうに思っているのですけれども、ただ長期的に

見て、あるいは非常に俯瞰的に見たときに、もう少し精査したいと思いますけれども、こういうとこ

ろが大事かなというふうに私としては思っています。 
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【久間総合科学技術会議議員】 

 ありがとうございました。今回のプレゼンテーションだけに終わらず、引き続きいろいろとご意見

をいただければと思います。 

 

【丹羽構成員】 

 私もこのプレゼンテーション資料をつくっていて、やっぱり自分自身もう少し調べたいなと思うこ

ともいろいろありまして、こういうＷＧの活動の中でご協力を得ながら、そういうことをやっていっ

たらいいかなというふうに思っております。 

 

【相田座長】 

 ほかにいかがでございましょうか。 

 

【土井構成員】 

 大変興味深いご発表ありがとうございます。１点教えていただきたいのですが、マテリアルズ・イ

ンフォマティクスというお話がありますけれども、少し懸念は、ここをやるということは、いわゆる

材料の研究をＩＣＴで助けるという話に極論すると終わってしまうのではないかなと。そうすると、

もう一歩踏み出して、製品として、例えば新しい材料を使ったらどうなるかとか、もうちょっとＩＣ

Ｔの力で予測的に最後までシミュレーションに持っていくような、そういうところまで広げていけな

いかなと思うのですが、そういう可能性はあるのでしょうか。 

 

【丹羽構成員】 

 そうですね、それは大変いいご提案だと思います。マテリアルズ・インフォマティクスというのは、

実験でいろいろな物質をまぜてみたら、こんなのができましたというのではなくて、ある特性を持っ

た物質を設計してみようという、そういう設計からの思想なのですよね。そういうところにコンピュ

ータや情報科学、データ科学というのを使って、加速させるということができれば非常にいいし、さ

らにその後の製品、どういうものができるか、何に社会生活として役立つか、そういうところまでも

ちろん考える。それは単にシミュレーションというだけではないかもしれませんけれども、その辺は

多分ＩＣＴ屋だけではできないことなので、一緒にいろいろな方と連携しながら考えていくというの

がいいのではないかというふうに思います。10ページにアメリカのＭＧＩの絵が描いてありますけれ

ど、こういうような例えば飛行機だとか、それからヘルスケアだとか、いろいろなところにそういう

ものを考えながら、彼らもやっているというところであります。 

 

【相田座長】 

 それでは、時間の関係で先に進めさせていただきたいと思います。 

 続きまして、川人構成員のほうからプレゼンテーションをお願いいたします。 

 

【川人構成員】 

 国際電気通信基礎技術研究所、通称ＡＴＲの川人でございます。 

 私は脳ビッグデータによる新産業・イノベーションの創出に向けた基盤整備についてということで、

ニューロインフォマティクスという脳とＩＣＴが融合されたような分野が世界的に非常に勃興してい

るのですけれども、そういう背景をもとにして、私が最近かかわってきました文科省の脳科学研究戦

略推進プログラム、脳を書いてありますけれど、あと総務省の脳の仕組みを生かしたイノベーション

創成型研究開発、あるいはＮＩＣＴさんの委託研究、あるいはＪＳＴの先駆け研究、そういったとこ
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ろでいろいろな方からいただいたアイデアをまとめた構成にしております。 

 最初に計画全体の概要、それがどういう学問の流れに支えられているか、さらに少し国家安全保障

基幹技術の強化という観点からデュアルユース問題、脳のＩＣＴ利用に伴うデュアルユース問題に関

しても少しお話ししたいと思います。 

 ３枚目を見ていただきまして、ここに提案課題全体の概要を書かせていただいています。テーマ案

は、ざくっと申し上げますと、脳ビッグデータと脳情報コミュニケーションを用いて、行動にはあら

われない意思、潜在意図、個人性、健康状態を的確に反映した新産業・サービスを創出して、国民の

幸福度や健康を増進するということでございます。 

 イノベーションのポイントとしては、脳情報を直接解読し伝達する、あるいは潜在的な認知情報を

用いたいろいろな産業、特にニューロ・マーケティングですね、それから脳ドックのデータ等をもと

にして、自分自身をよりよく脳科学をもとにして知るようなサービス、新しいサービスをつくれない

かというようなことをいろいろな人が考えております。 

 次のページめくっていただきまして、脳科学でもビッグデータというのは非常に盛んになっており

まして、ただビッグデータといったときに、脳科学では主にデータの次元が大きいということを意味

するのですけれども、それだけでは非常にバランスが悪くて、いかにサンプル数を多くするかとか、

あるいは脳データと行動データ、ブレイン・ライフログという言い方もしますけれど、その方の生活

と脳活動をどう関連づけるかということが研究開発課題としては非常に大切になっております。 

 次をめくっていただきまして、ヒト脳科学ビッグデータに関する世界の動向というのは、非常にこ

このところ盛んになっておりまして、ご案内のように、ヨーロッパではＦＥＴ、Flagship Projectと

いうのにHuman Brain Projectというのが採択されまして、これはＩＣＴとの統合性ということがま

さに旗印になっています。オバマ大統領は、ことしからブレイン・イニシアチブということを提案し

ているのですけれども、日本では全容解明ということばかり強調されていますけれども、実はその中

で非常に重要なのは、ブレイン・マシン・インタフェース技術ともう一つはヒューマン・コネクトー

ム・プロジェクトという、これは非常に大量の数万人規模の人の脳のネットワーク的な結合パターン

をデータ化して、それによって医療やいろいろなサービスに使っていこうという、そういう考え方が

あります。 

 次にめくっていただきまして、例えば具体的な課題提案としましては、４ページ目ですけれども、

これまでなかなか寝たきりになって意思疎通のできない方に脳科学の技術を使って、コミュニケーシ

ョンするとか、あるいは私も年齢とともに人の名前が出てこなくなったり、この部屋に入ってきたの

は、一体私は何のためにこの部屋に来たのだろうと思い出せないとか、そういういわゆる作業記憶の

低下が著しいのですけれども、そういったことを脳科学の手法を使って、スーパーマンをつくるとま

た倫理的問題が生じますけれども、加齢に伴う能力の低下は、ある程度低減するといったような応用

の考えかと思います。 

 次のページ、５ページを見ていただきまして、こういったことを現実的にするためには、やはり脳

のデータを大量にとらなければいけないのですけれども、これまで医療研究応用でＦＭＲの中で何万

人のデータをとるということはされているのですけれども、これからやらなければいけないのは、日

常生活をしているときの人の行動データ、ＩＣＴの意味でのライフログと脳の活動を同時にとって、

ブレイン・ライフログが非常に大切になってくると思います。ありがたいことに総務省様のサポート

で、ＮＴＴ、島津、積水ハウス、慶應義塾、それとＡＴＲの構内にＢＭＩハウスを建てまして、その

中で何カ月も普通の方が生活しているときの脳活動のデータをとれるような状況になりつつあります

けれど、こういったことを生かしていく。 

 それから、私も比較的最近知ったのですけれども、脳ドックというのは日本固有のシステムでして、

諸外国にはないのですね。こういうところには、機能画像ではありませんけれども、脳の構造画像が
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何十万と日本にはあるわけでして、それが今までは腫瘍を発見するとか、血管の曲がりを発見すると

か、非常に特定の目的に使われていたわけですけれども、最近では、構造を見ただけで、ある程度人

の個性、例えば保守的か革新的かとか、そういったことまで推定できるということが脳科学でわかっ

て参りまして、これからは日本特有の脳ドックのデータを神経科学の新しい技術と結びつけて、いわ

ゆるスミックスでは、アメリカではそういうベンチャーがたくさん出ていますけれども、個人個人に

あなたはどういう人ですかということを脳科学に基づいて教えてさしあげる。それは病気を未然に治

療するというだけでなくて、例えばあなたはアーティストになるといいですよとか、あるいは退職後

はこういうことをしたほうがいいのではないですかと、そういったことまで言えるような、そういう

サービスを考えられるのではないかということで、６ページ目には、脳ドックのビッグデータによる

予防医療と新事業開拓、個人の性格や嗜好に基づいたような新規コンサルティング事業の勃興という

ようなことが考えられるかというふうに思いました。 

 次のページは、これはいわゆるＩＣＴで言われるビッグデータと脳科学のビッグデータをうまく組

み合わせようという仕事でして、我田引水で申しわけないのですけれども、ＡＴＲに神谷さんという

室長がおりまして、ご案内かもしれませんけれども、ことしの５月にサイエンス紙に夢の中身を脳活

動から読み取れますという発表をさせていただいて、多くの人からとても不安ですと、私の夢の中身

が人にばれるようになるとちょっと困りますというような、そういうコメントをよくいただくのです

けれども、いろいろ技術的な制約はあるのですけれども、そこで大きな役割を果たしたのが、ネット

上にあるシンネットとか、ワードネットという脳科学と全く関係のないような大量のデータと彼がと

った比較的小人数の脳データをうまく組み合わせることで、脳データだけではわからない、いろいろ

なことを推定するということを行ってきております。 

 ８ページ目は、神谷さん等から聞いたアイデアなのですけれども、彼は実際に日本の代表的な広告

代理店なんかと一緒に研究しているのですけれども、脳ビッグデータを活用したコンテンツ評価、検

索技術でして、概要を申し上げますと、脳活動データベースを活用して、新規デザインや商品に対す

る潜在的印象を評価し、関連コンテンツを検索する技術を開発する。消費者の満足度・幸福度を最大

化するような商品デザインサービスを提供するということで、いろいろな商品、あるいは広告にかか

わるような大量の画像を被験者に見ていただいて、その方たちの脳活動から商品とか、広告間の関連

度を探っていきますと、やっぱり売れ筋の商品が一つに固まってくるとか、いろいろな面白いことが

出てきます。こういったことは、なかなか大量の人からのデータをとるというのは、それ自身が大き

な投資になるのですけれども、日本固有のものとしてやってもいいのではないかというふうに思いま

す。 

 次は少し科学的になりますけれども、こういった脳科学、どうして進んだかといいますと、一つに

は、ｆＭＲIという非侵襲の脳活動計測方法を使いますと、人の脳が例えば100個の部位に分かれると

して、その結合パターンを見ただけで、その方が年齢が幾つかとか、あるいはある精神疾患にかかっ

ているか、かかっていないかとか、そういうことがいよいよマシンラーニングとそういうデータベー

スを組み合わせて、わかるような時代になってきているのですね。もっと短い時間でも私たちが瞑想

しているときに何を考えているかということもわかりつつあるわけでして、ただしこれは脳活動をい

かに正確に計測するか、かつ日本では日立さんとか、島津製作所さんとか、東芝さんとか、ＮＩＲＳ

とかＭＲＩ、それから脳波でいいますと日本光電、世界のシェアを半分以上占めるような企業がたく

さんありますので、そういうところを是非活用してやっていけばいいのではないかと思います。 

 それから、10ページは、もう少しライフイノベーション絡みのことなのですけれども、今はたくさ

んの施設でとられたｆＭＲIの安静時脳活動から、その方が鬱かどうかとか、あるいは自閉症かどう

かということがわかりつつありまして、それを使って、ダイレクトに治療しようと。脳のネットワー

クを正常方向に動かしていこうということも、文科省のこれは多分日本版ＮＩＨの中に入るのですか
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ね、そういうプロジェクトで議論されていて、多分始まるというふうに思われます。こういうのも大

体多くはそうなのですけれども、軍用とか、医療応用で非常に先端的にお金のかかるところが、ある

壁を突破しますと、それが転用されて民生に広がるということがありますので、10ページはそういう

ことを申し上げています。 

 最後の４ページはデュアルユース問題、非常に一般の人を怖がらせる言い方をしますと、この技術

というのは、12ページに書いてあるように、ある意味マインドリーディングの技術でありまして、脳

活動からその人がどんな人かということを推定する技術でもありますし、またある意味脳のネットワ

ークを正常にするということは、マインドコントロールする技術であるわけです。今、何ができてい

て、何ができていないのか、そういうことをまとめてあって、最後のページは、しかしマインドリー

ディング、マインドコントロールとだけ申し上げると非常に怖く聞こえるわけですけれども、実はそ

れが病気の診断に使われたり、あるいは治療に使われたり、場合によっては老化に伴う認知機能の低

下をある程度防げたりする可能性があるわけですね。 

 でも、一方、例えば米国では、ブレイン・マシン・インタフェースの研究は初期にはほとんどＤＡ

ＲＰＡが支えていたということがありますし、日本でもハイテク被害者の会の方たちが結構こういう

ことで騒がれたりしますし、へたをすれば第二のロボトミーとか、電気痙攣療法になりかねないとい

うことで、新しい革新的な技術というのは光もあれば影もあるわけでして、こういう両方を見ながら

研究開発する必要はあるかなというふうに思っています。 

 

【相田座長】  

どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの川人構成員のプレゼンテーションに関しまして、ご質問、ご意見等ございま

したらお願いいたします。 

 

【久間総合科学技術会議議員】  

２つ質問があります。１つ目は、米国ではＤＡＲＰＡがＢＭＩの初期の研究を支えていたとあります

が、ＤＡＲＰＡではいつごろからＢＭＩの研究開発をスタートして、現在、どの程度まで研究が進ん

でいるのか、教えていただけますか。 

 

【川人構成員】 

 ＤＡＲＰＡがブレイン・マシン・インタフェースの研究に大きく投資したのは1995年から、今でも

投資しているのですけれども、当初は８割方、９割方の研究資金がＤＡＲＰＡから出ておりました。

一体どうしてＤＡＲＰＡがそんなに投資するのかということで、いろいろな憶測はあったのですけれ

ども、一つ言われていたことは、例えばパイロットが考えただけで、高速Ｇで回転しているときに体

が動かないような状態でも、航空機、あるいは武器の操作ができるとか、あるいは動物をＢＭＩ技術

でコントロールして、どこかに潜り込ませてスパイするとか、あるいは爆弾を仕掛けるとか、いろい

ろなことが言われていました。 

 しかし、一番まっとうそうなのは、イラン・イラク戦争以降の中近東での負傷兵、つまり、職業軍

人が手を失ったり、体が不自由になった方たちの機能代替というのですか、ＢＭＩで制御する義手の

ためにＢＭＩに投資しているのではないかと言われていました。最近では、しかしＮＩＨ、ＮＳＳの

投資のほうが多くなっていますので、多分今は８割方はそういうＤＡＲＰＡ以外の投資に変わってき

ていると思います。 

 

【久間総合科学技術会議議員】 
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 わかりました、どうもありがとうございます。 

 ２つ目の質問です。脳の研究に関しては、伊藤先生、甘利先生、川人先生等を中心に、脳の世紀と

して、日本の方が取り組むのは早かったはずですが、いつの間にか欧米のほうが活発になりました。

どういう経緯があったか教えていただけますか。 

 

【川人構成員】 

 残念なことなのですけれど、私ももとはといえば、物理とか、工学の出身なのですけれども、アメ

リカ、あるいはヨーロッパの脳の新しいプロジェクトを見ますと、ヨーロッパのプロジェクトはいわ

ゆるヒューマン・ブレイン・プロジェクトで、ＩＣＴと脳科学の融合であるということははっきり謳

っているわけです。それから、オバマ大統領のブレイン・イニシアチブに関しても、中身を見ますと、

ナノテクノロジーと脳科学の融合なのです。 

 少し考えますと、同じ技術体系を作っていたのでは、学問体系は進みませんし、また新しい産業応

用にも行かないので、もともと脳科学というのは医学、生物学にオリジンがあるわけです、心理学も

重要ですけれども。そこの技術だけでは、ブレークスルーは訪れないわけで、欧米のほうが日本より

残念ながらそういう意味でダイナミックに分野の垣根を越えるような国家プロジェクトを立ち上げた

ということかと思います。 

 

【相田座長】 

 ほか、よろしゅうございますでしょうか。 

 では、どうもありがとうございました。 

 続きまして、大須賀構成員のほうからお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 

【大須賀構成員】 

 大阪工業大学の大須賀と申します。このようなところは初めてでして、全然そぐわない資料をお持

ちしてしまったような気がするのですけれども、全く庶民の肌で感じているようなことをお話しする

ということでお許しいただけたらと思います。 

 最初のところについております写真は、私の研究室で最近やっているような研究風景でして、こん

なことをやっているやつだという自己紹介として見ていただければと思います。 

 私の研究室は、ウエルネス研究室という名前を掲げておりまして、ウエルネスというのは何かとい

うことなのですけれども、さまざまな人が世の中にはいるわけでして、その人たちがそれぞれの価値

観に応じて生活の質、クオリティー・オブ・ライフを追求できるような社会、それぞれの人が安全で

安心して生き生きと楽しく生活できる社会というようなものを目指したいという、そういう意図でこ

のような名称をつけております。 

 ご承知のように、ライフというのは、生命という訳語もございますが、生活という訳語もございま

して、従来の生命を維持するという課題から、今は健康寿命を延ばすということになってきていると

思いますが、さらに健康に生きていて何をするのか、どう過ごしていれば幸せなのかということを考

えていかなければいけないと思います。もっと言うと、健康でなくても、生きていれば充実した楽し

い満足いく生活が送れる可能性があるわけで、そうしなければいけないのではないかというふうに思

うわけです。 

 これまでのプレゼンテーションにもありましたように、日本は少子高齢の世界でトップをいってい

るわけでして、ここを乗り切るための技術をやることによって、競争力をつけるというのは皆さん言

われているとおりだと思います。そういった観点で高齢者という問題を考えますと、高齢者介護とい

うふうに言われておりましたが、少子化のために介護のパワーはどんどんなくなるわけですから、そ
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れを介護予防をして、自立していただこうと、そのために生活支援をしようというようなのが今の方

向ではないかと思います。 

 ここで言うところの「自立支援」というのは、スタンドアップのほうの「立つ」を書く場合がござ

いますが、こういう観点ですと、例えば自分で服を着られるようにするというのは、そういう「自

立」だと思います。もう一つのほうの「律する」というほうの「自律支援」というのは、自分で服を

着られなくても、自分が着る服を選ぶということができれば、それは自律だというふうに考えていく。

例えば服を着るのは人が助けてくれてもいいし、ロボットが助けてくれてもいいのではないかという

ことでございます。 

 その次にあるのが、生きている以上は何か人のためになることをしてもらおうという意味での活用

でございます。その下に書いております、今はできることは自分でやってくださいというのが自立だ

と思うのですけれども、そこからやりたいことは自分でやる、できないこと、やりたくないことは、

ほかの人やロボットに手助けしてもらう、さらにできること、得意なことは人のためや社会のために

役立てると、そういうふうに高齢者であろうと、障害のある方であろうと、さらには女性や子供とい

う労働力としてまだまだ開発できる部分というのは活用していかないと、少子の時代の労働力という

のは使えないのではないかというふうに考えております。 

 人のため、社会のためにということなのですけれども、例えばいろいろな機能が衰えて、グループ

ホームなどで生活されている高齢者でも、できることをやって、例えばお食事をつくる当番を決めて

やるということで、ほかの人のためになっているということが非常に生きがいになって、はつらつと

されているというようなことがございますので、やはり人のために何かをするということは重要なの

ではないかというふうに考えております。 

 ここでいきなりロボットというのが出てくるのですけれども、人手が足りないということになりま

すと、いかに足りない部分を機械に置きかえようかという話になって参りまして、今、介護ロボット

元年だというふうに言われております。ロボットというものが産業用の隔離された場所で働いていた

ものが、人のいる場所に出て参ります。専門家だけが使っていたのが、いきなり何の免許も、自動車

ですとまだ免許を持った人が運転するわけですけれども、それもない、しかもＩＴ弱者につき合って

いかなければいけないということになります。 

 ですから、安全というものは、概念が変わってくるのは当然なのですが、さらに安心してそういう

機械を受け入れてもらえるようなものにしなければならないですし、さらに満足、役に立つもの、あ

るいはその先に、例えば協力して何かをするとか、助け合うとか、成長し合うというと非常に擬人化

しておりますが、そういったような方向にロボットというものは行かなければいけないのではないか

と考えておりまして、これは人と人との関係と全く同じルートをたどるのではないかと思います。 

 その次にアウェアネス、コミュニケーション、コラボレーションと書いておりますが、これはまず

は人や周りの状態を把握して、どう動くかを決めるというのがアウェアネスという段階です。笑い話

になりますが、うちの学生はまだこれが余りできない者が多くて、それでは機械以下だということを

よく言っておりますが、その次の段階はコミュニケーションですね、さらにその上が共通の目的に向

かって動くのがコラボレーションということでして、機械と人間がコラボレーションするというのが、

いろいろな場面では実現しておりますが、こういうことをスムーズに行える、技術を支える、こうい

うことを支える技術をやっていかなければならないというふうに考えております。 

 今、ロボットということでお話ししたのですが、ロボットというのは、単体ではなくて、ビジブル

型のロボット、バーチャル型のロボット、アンコンシャスなものというのは、センサがあちこちに埋

め込まれているものがネットワークでつながっているもの、そういったものから得られたデータが蓄

積されていて、有機的に提供されるという、そういったようなものを含めて、ロボットというふうに

申し上げております。 
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 こういったようなことをやりたいというのがニーズ側なのですけれども、それに必要となる技術と

して、どんなＩＣＴを開発していかなければいけないかということですが、まずはセンシングセンシ

ング、アウェアネスの部分でして、環境情報や人の情報をたくさんとるということは既にある程度行

われていますが、人と人や人とロボット、人と環境、あるいはロボットと環境という間のインタラク

ションのデータをいかにうまくとっていくかということが重要ではないかと思います。個々のデータ

をばらばらにとるのではなくて、一つがこうしたら、次がこうなってという、関係性のデータをいか

にうまく集めるかということかと思います。 

 次は川人先生のお話にもありましたように、人の指示にちゃんと従う機械というところから、人の

意図を酌んで、あるいはアウェアネスを察知して、潜在的な欲求とか、その人の気持ちに対応して動

くという方向にいくには、こういったようなものをセンシングする必要があるということになります。 

 私は、人の計測というところが一応専門なのですけれども、その領域で申しますと、計測の方向は、

川人先生がお話しになったような非常にインテンシブに測ってやるというものと、もう一つは、モバ

イルとか、ユビキタスとかということで、計測できるものは限られてしまうのですけれども、自然な

状態でＮｏｎ－ｉｎｔｒｕｓｉｖｅというのは邪魔にならないという意味で、ａｍｂｉｅｎｔという

のは出しゃばらないという意味かなと思うのですが、そういう形で計測していくというのがの今、技

術の向かっている一つの方向かと思います。 

 例えばモバイルですと、ブレスレットですとか、イヤホンですとか、スマートフォンを常に持ち歩

いているので、そこでいろいろなデータをとるというのもございますし、今開発されているものとし

ましては、着るという、ｗｅａｒａｂｌｅの本当にそういう意味で、洋服にセンサを組み込んで、マ

イコンも組み込んでしまうというような、ｅ－ｔｅｘｔｉｌｅというような研究も進んできておりま

す。 

 これがモバイルのほうなのですが、ユビキタスのほうは、環境にいろいろなものを埋め込むという

ことでして、モーターショーのお話が出ていましたが、車ですとハンドルですとか、シートベルトで

すとか、椅子、シートのようなものにセンサをたくさん組み込んで、その人が今、覚醒低下を起こし

ているのか、注意が散漫になっていないかということを計測するというのが非常にはやっております。

さらに、家庭の中ですと、歯ブラシに組み込むとか、そういったような道具に入れるというのもあり

ますし、ベッドや椅子のような家具、床、壁、天井などというような家そのものにセンサを入れると

いうものがございます。ＡＴＲさんの先ほどお話が出たＢＭＩハウスでも、ことごとくセンサが張り

めぐらされてございます。例えばベッドや椅子などには、生体計測をするようなセンサを組み込むこ

ともできまして、座ったり、寝るだけで心拍数や呼吸などを計測できるようになってきております。 

 こういったような大量のデータで多面的なデータというものがとれるようになっているわけですけ

れども、でも非常にノイジーなわけでして、そのＳ／Ｎの悪いものから、あるいは測れたり、測れな

かったりするようなものをたくさん測っておいて、そこから確からしい情報というものをとってくる

というのを、昔からセンサフュージョンということでやられてはいるのですけれど、そのあたりの画

期的な方法というのが何かあるのではないかというふうに考えております。 

 では、次のところで言いたいことだけ申し上げますと、とにかく人が何かをセンスするときという

のは、アクティブに問いかけるというようなことをやりますので、センシングに関しましても、何を

知らないと自分の中の情報が完結しないのか、あるいはモデルができないのかといったようなことを、

まずそういう質問をつくるとか、モデルに欠けている情報をきちんと抽出して、それを学習するとい

うようなアクティブセンシング、アクティブラーニングという既にある程度やられておりますけれど

も、こういったようなところの学習のメカニズムというのをＩＣＴとしては今後やっていくべきでは

ないかというふうに考えております。 

 最後に、ロボットと人、機械と人というときには、役割を完全に固定せずに、さまざまな状況に応
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じて、あるいは人の状態に応じて、フレキシブルに役割を分担していけるような、そういったような

仕組み、これもＩＣＴが助けていけることではないかと思います。 

 いろいろなことを申し上げましたけれども、こういったような技術開発には、いろいろな分野の専

門家の方が協力してやらなければいけないのではないかというふうに考えております。 

 

【相田座長】 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの大須賀構成員のプレゼンテーション、あとせっかくですので、これまでのほ

かのプレゼンテーションも含めまして、ご質問、ご意見等ございましたら、是非お願いいたします。

構成員の方以外にも府省さんのほうからでも是非お願いしたいと思います。 

 

【佐々木構成員】 

今、大須賀先生が説明された「いろいろな人を計測する技術」という話題と、最初に、山田さんが

説明された「ＩＣＴのサービス化の方向性」に関して、ちょっと関係者の先生方へ確認したいことが

あります。それは、我々「人間が感ずる価値や満足感に関する計測」は、Performance Indicatorと

して、どこまでできるのか？ということです。  

 と言いますのは、最近、ＩＣＴのサービス業界では、値付けがされない、タダ（無料）で提供する

サービスがかなり普及しています。もし、価値とか満足感をある程度計測できるならば、その価値に

対する対価ということで、新しいサービスを値付けしたビジネスとして提供できるだろうと思います

。娯楽としてのＩＣＴは、すぐ飽きられてしまうわけですが、心理的なケアができるロボットを使っ

てヒトの心理的なケアをするようなコトを考えると、価値とか満足感はどうしたら飽きられるのか飽

きられないのか？という風な、心理学の面をＩＣＴのヒューマン・マシン・インターフェイスへ盛り

込むこともできかもしれない、と理解しました。 

こうした背景で質問があります。こういった満足とか、価値とか、飽きるとか飽きないとか、そう

いう心理学的なところを計測できるような研究開発は、現在、どの程度、業界で行われているのか？

を教えてほしいと思います。 

 

【大須賀構成員】 

 脳にもかかわることで、脳科学としてやられているというほうはもちろんあると思います。そうい

った高価な装置を使わずにということですと、人の行動と生理的な非侵襲で計測できるもの、目の動

き、そういったようなものから、ある程度推察するということは可能だと思いますが、深い意味での

満足感というのは非常に難しいと思います。あからさまにこれは違うという、いらいらをしていると

か、不快であるといったようなことは、データを集めることによって、できてきて、そういう知見は

ございますので、これをきちんと集めて回答を出すということはできると考えておりまして、そうい

うことは研究しております。 

 

【川人構成員】 

 脳科学の立場から少しお答えしたいと思うのですけれども、情動、感情、あるいは報酬、あるいは

罰、そういったことに関する神経科学はこの15年ぐらい非常に進んでおりまして、動物だけでなく、

人でもｆＭＲIというかなり拘束するような方法ですけれども、非侵襲的な方法を使いますと、脳の

奥の深いところ、大脳基底核とか、中脳のドーパミンとか、帯状回とか、そういったところの活動を

見てあげますと、例えばある人の顔が好きか嫌いかとか、この食物をこのときは好きだけれど、この

ときは余り好んでいないとか、そういった感情、情動、報酬に関する情報は十分読み取れるようにな
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ってきています。 

 それを産業に応用することを考えたときに、大須賀先生がおっしゃったように、もっと手軽な、例

えば脳波とか、ＮＩＲＳとか、場合によっては眼球運動だけで、脳科学の先端技術を使ったのと同じ

ぐらい解読できるかどうかというのがおもしろい研究開発課題になるのかなというふうに感じていま

す。 

 

【大須賀構成員】 

 今、両方同時にやっている人というのは非常に少ないと思うのです。どちらかにいっていますので、

そこら辺の分野が共同してやれれば、実用的なものになるのではないかというふうに考えます。 

 

【相田座長】 

 サービス化ということで山田構成員のほうから何かコメントはございますか。 

 

【山田構成員】 

 私はウエアラブルコンピューティングを次の時代のテーマの一つに挙げていますが、そこをどんど

ん突き詰めていくと、お二方の先生方がいろいろ研究されているところともいろいろ通じるものがあ

ると感じました。もっとＩＣＴを使いやすくするという意味では非常に重要な研究課題だと改めて感

じました。 

 

【久間総合科学技術会議議員】 

 ヒューマン・インタフェースとしては、マウスとキーボードから、今では音声認識とジェスチャー

まで実用化されていますよね。その次のステップがＢＭＩということで、川人先生や大須賀さんは、

昔からこの研究で先駆的な成果を出されています。この課題は、ハイリスクでハイインパクトなテー

マとして、一昨日の総合科学技術本会議でも重要性を説明しています。そこで、これらのテーマに日

本が研究投資した場合、３年後、５年後にどの程度まで技術が高くなるか、実用化に近づくかご意見

がありましたら教えてください。 

 

【川人構成員】 

 まず、医療応用に関しましては、間違いなく実用化すると思います。今の段階で、例えば鬱病とか、

あるいは強迫神経症とか、自閉症の診断を複数の日本の施設で８割以上の正答率で当てるような脳活

動からのバイオマーカが構成できつつあります。３年後ぐらいにはかなり実用に近くなっているでし

ょうし、予定どおり研究が進めば、それを使って、今まで治療方法がなかったような精神疾患に対す

る治療もできるようになる。ですから、そういう非常に先端的な医療応用に関してはかなり自信があ

ります。 

 ただ、それを先ほど言われたｉｎｔｒｕｓｉｖｅでないような方法で、しかも普通の方がつけて、

メリットがあって、なかなか言葉やアンケートでは答えられないような商品を気に入っている、気に

入っていないという、そういう情報をちゃんととれるかどうか、これは本当にチャレンジで、ただし

基本的には脳の中には信号があるということを私どもわかっているわけですから、それをいかに工学

的な方法で安くユーザの邪魔をせずに推定するかという問題であるとすれば、不可能ではないですよ

ね。ただ、今の段階でそれが経済的に折り合うかどうかというのは、私のようなもともと基礎畑の研

究者にはなかなかわからないですけれど、技術としては可能性はあるということは申し上げられると

思うのですけれど。 
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【大須賀構成員】 

 ｉｎｔｒｕｓｉｖｅな計測ということでは、断片的にさまざまなことが今本当にたくさん起こって

きていまして、特にスマートフォンなどを利用したものもありますし、それからゲームのような例え

ばＷｉｉフィットですとか、キネクトですとか、そういうもので安く大量にデータをとるということ

がちょっとずつ可能になってきておりまして、ですからこれを多面的にあちこちで同時に計測してい

くことによって、それをつなげることができれば、かなりおもしろいことになるのではないかという

ふうに考えておりますので、３年後のイメージということですが、私は３年後にこのぐらいは自分で

やりたいなと思っているのは、家の中でどこかの場所にいて、何か見つめるとか、考えるとかしたぐ

らいで、例えば冷蔵庫の中から物が出てくるとか、そういうことをロックト・イン（閉じ込め）症候

群のように脳波しか使えない方には難しいと思うのですけれども、少しどこかの力が出せるとか、目

が動くとか、少しでも残存機能がある方にそういうことができて、車椅子で寄っていって、ちょっと

何か入力すれば、自分の好きなことができるという、その程度のことは数年の間にできなければいけ

ないのではないかというふうに考えております。 

 

【相田座長】 

 まだまだいろいろ議論したいところではあるのですけれども、ちょっと時間が大分予定を過ぎてお

りますので、申しわけありませんけれども、本日のところはこれで次に進ませていただきたいと思い

ます。 

 次回は水落構成員と渡邊構成員にプレゼンテーションをお願いしておりますけれども、ほかに私も

是非プレゼンテーションしたいというような構成員の方がございましたら、時間の関係で次々回以降

にお願いしたいと思っております。場合によっては、事務局等のほうからお願いするということがあ

るかもしれません。また、各府省のほうからも検討中なもの等ございましたら、是非発表いただける

ようにお願いしたいと思います。 

 それでは続きまして、これからこの問題に関しまして意見募集を行いたいということで、これにつ

きまして事務局のほうから説明をお願いいたします。 

 

【事務局（田中参事官）】  

 お手元の資料２－５でございます。今後さらに取り組むべき課題に対する意見募集（案）というこ

とでございます。 

 ページをめくっていただきまして、現在、今のように構成員からいろいろな幅広い提案がございま

すし、今後、委託調査もしていくわけでございますけれども、さらに広く国民から意見を募って、議

論を深めていくということも有用ではないかなと思いまして、ここにありますように、科学技術イノ

ベーション総合戦略における長期ビジョンの目標年次である2030年を想定した新たな社会像とその実

現に向けて取り組むべきＩＣＴに関する課題ということで、社会像とＩＣＴに関する課題ということ

にそれぞれ400字で出していただくということをお願いしたいなというふうに思っております。 

 募集期間は12月のクリスマスまでということで、いただいた意見は公開させていただきます。意見

に加えて、検討に有用な情報も募集するということで、３ページ目はイメージだけですけれども、こ

こでそういったものを全体を見ていただきまして、ここでさらに議論の検討材料とさせていただいて、

今後さらに取り組むべき課題の設定につなげていきたいというふうに思っています。 

 ４ページ目は、そうはいっても、ある程度意見の例というので、とりあえずちょっと脳科学とは全

く無縁の事務局が意見の例ということで、例の１でイノベーション的なこと、例の２で持続的イノベ

ーションのことをとりあえず書いてみましたけれども、こういった例もつけながら、募集させていた

だきたいなということでございます。 
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 以上です。 

 

【相田座長】 

 今回非常にいろいろな分野の構成員にお集まりいただいているのですけれども、さらにもっと幅広

い意見を集めたいということで、省庁の行いますパブリックコメントは大体報告書が出てからパブリ

ックコメントというケースが多いわけでございますけれども、早い段階でそういういろいろな意見の

吸い上げを行いたいということでご提案いただいているわけでございますけれども、この説明につき

ましてご質問、ご意見等ございますでしょうか。 

 それでは、確認をとらせていただきますけれども、このような形でもって、今後取り組むべき課題

につきまして意見を募集するということにつきましてご異議ございませんでしょうか。 

〔「異議なし」と声あり〕 

 

【相田座長】 

 それでは、ご承認いただいたということで、事務局のほうで意見募集の準備を進めていただきたい

と思います。 

 それから、今後さらに取り組むべき課題につきましては、12月12日木曜日の午後に開催予定の重要

課題専門調査会で議論することになっておりますので、本日の資料といただきましたご議論を踏まえ

まして、私のほうで資料として取りまとめて、ひとまずのご報告をさせていただく予定でございます

ので、ご一任いただければと思います。 

 

(３) Ｈ２６年度アクションプラン特定施策のレビューについて 

【相田座長】 

 それでは、続きまして大きな議題の３つ目ということでございますけれども、平成26年度アクショ

ンプランの特定施策のレビューということで、またこれにつきましても、それぞれのテーマについて

２回に分けて議論を進めるということで、１回目のワーキンググループで担当省庁のほうからアクシ

ョンプランのプレゼンテーションをいただきまして、質疑応答等を行って、理解を深めるということ

で、それを受けて、２回目のワーキンググループまでに担当の構成員に施策をより効果的にするため

の助言を取りまとめてプレゼンテーションいただくということで進めて参りたいと思います。 

 それで、今回は、経産省さんの施策の「次世代型超低消費電力デバイス開発プロジェクト」「超低

消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」というものと、あと文科省・経産省さん連携

で「創発現象を利用した革新的超低消費電力デバイスの開発」等々ということで予定いたしておりま

す。 

 まずは、経産省さんのほうのプロジェクトということで、資料番号３－１、３－２に従いまして説

明をお願いいたします。 

 

【宮崎デバイス産業戦略室室長】 

 経産省でデバイスの関係の担当室長をしております宮崎と申します。本日はよろしくお願い申し上

げます。 

 アクションプランで取り上げていただいております事業につきまして、私どものほうで後ほど説明

するものと含めて３つございますけれども、最初の２つのものにつきましては、究極的な目的は基本

的に同じところを目指しているということもございますので、差し支えなければあわせてご説明させ

ていただきますと幸いでございます。 

 まず、最初の次世代型超低消費電力デバイス開発プロジェクト、これは基本的には現在のいわゆる
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半導体、電子デバイスの消費電力を低減するための取り組みということで、幾つか違うアプローチを

このプロジェクトの中で研究させていただいているというものでございます。 

 2020年のＩＴ機器の消費電力の見込みというのが一つの予測では1,600億キロワットアワーと、

2009年の総発電量比でいえば16％にも及んでいく、それが2050年には12倍ぐらいになっていくという

予想もある中で、ＩＴ機器がこれからますます増えていくとすれば、その中に実装される電子デバイ

スの省電力化は急務の課題であるということでございます。これまでもそういう意味では半導体の世

界では、小型化、省電力化、高速化ということを目指して、さまざまな取り組みが進められてきたわ

けですけれども、基本的には微細化をどんどん進めていくということをやってきたところでございま

す。 

 今、最も最先端の製品の線幅は大体20ナノメートル台というところまで来ているわけですけれども、

ここまでは既存のフッ化アルゴン露光システムを用いて、あるいはさまざまな技術を用いて、ここま

ではいけるということでありますけれども、さらにこれよりももっと集積度の高いものをつくってい

こうとすると、次世代の露光システムがどうしても必要になります。露光のための光として、極端紫

外線を用いることが必要になってくるということで、目標としては10ナノメートル台以細の微細加工

を実現するための技術開発を推し進めているというのが一つ目でございます。 

 このプロジェクトの中でもう一つやっておりますのは、これまで進めてきたいわゆる微細化の追求

というものに加えて、半導体デバイスを製造していくときに新しい材料であるとか、新しい構造とい

うものを用いて、電圧を下げていく、消費電力を下げていくというアプローチも別途あるところでご

ざいまして、その２つのプロジェクトを推進しています。 

 右側の事業イメージのところに今口頭で申し上げたことが書いてございまして、上段のほうは、新

しい材料ないしはトランジスタの構造を用いて、デバイスをつくっていくということと、ここにもも

ちろん絡んでいくことではありますけれども、極端紫外線を用いて微細化を実現していくということ

で、新しい構造・材料を使いつつ、さらに集積化も進めていくということができれば、既存のエレク

トロニクス機器の消費電力の低減に大きく寄与するであろうということでプロジェクトを進めている

ものであります。 

 ２ページ目のところに出口戦略を書かせていただいておりますけれども、私どもの研究の出口は、

こういった技術を用いて半導体メーカが最先端の製品を製造していくということももちろんでござい

ますし、後ほどちょっとご説明いたしますが、露光の関係でいえば、露光するための例えばマスクで

あるとか、あるいはレジストといった材料技術、あるいは装置因子といったものについても波及して

いくものでございますので、そういったものを使った新しい製品により事業を伸ばしていくことを狙

っているものであります。 

 成果の実用化の姿というのは、今申し上げたとおりでございますけれども、こういった技術を活用

したデバイスが出ていくことで、こちらにございますようなセンシングなり、情報処理なりといった

分野、あるいはそれが実際にサービスという形で世の中に出ていくということで、こちらにございま

すような快適、安全安心社会の実現に寄与していくということを狙っているものであります。 

 企業名はちょっと申し上げられないのですけれども、実際にどのような企業や製品が出ていくのか

ということが３ページ目のところにございますけれども、例えば微細加工のところにつきましては、

半導体メーカ、マスクメーカ、レジストメーカ、装置メーカといった関係者が一堂に会して研究を進

めていますけれども、こういったものができ上がれば、半導体メーカは2016年から微細加工技術を適

用した半導体を世の中に出していくということを目指して進めていただいておりますし、そのために

必要なマスクなり、レジストというものができれば、他社、日本の半導体メーカ以外のところにも出

ていくことが期待できるわけでありまして、現在こういった分野については高い世界シェアを維持し

ていただいておりますけれども、そういったものの強化にも繋がって行くということかと考えていま
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す。 

 ２番目の革新的なデバイスというのは、例えばこちらにございますようなコンピュータの階層構造

で申し上げますと、右側にございますようなナノトランジスタとか、原子移動スイッチ、磁性変化デ

バイス等々の技術開発を関係企業等々に協力いただきながら進めているところでございます。例えば

ナノカーボン配線というものが実現できれば、これは今の金属配線の微細化の限界が突破できるとい

うことで、例えばフラッシュメモリの３次配線化により、今より更に高集積化、大容量化が図れると

いうことになりますし、磁性変化デバイスにつきましては、いわゆる不揮発メモリに帰着していくわ

けですけれども、それらを実現することによって、より低消費電力のデバイスができるということで

ございます。 

 それで、最後のページは微細化にやや特化した記載になっておりますけれども、極端紫外線を使っ

て微細化を行うときに必要な技術には、まず光源があげられます。光源からマスクを通して露光する

ことによって、ウェーハに塗ったレジストが感光して、回路がパターニングされるということになる

わけですけれども、私どもの研究で進めておりますのはマスクの部分とレジストの部分でございまし

て、光源というのは実は研究対象に現在はしていません。 

 光源のところにつきましては、実は世界でＡＳＭＬというオランダのメーカ１社のみが今製造・開

発を進めているところでございまして、残念ながら、まだ十分なスループットというか、量産に耐え

得るような形での光源のパワーが出ていないという状況であります。 

 したがって、今の研究というのは、量産に耐え得るような光源のパワーが出てきたときに、直ちに

ＥＵＶ、極端紫外線を用いた微細加工ができるような準備を進めていくということでございます。も

ちろん今進めている研究開発に加えて、光源が十分に足りなくなる、十分に予定どおりいかないとい

うケースも想定して、レジストの感度を高める検討等々もあわせて進めて、いずれにしても光源の開

発状況をにらみながら、研究内容に注入しつつ事業を推進していくことが課題でございます。 

 それから、もう一つの超超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発につきましては、

デバイスそのものを対象にするということではなくて、いわゆる半導体のチップ間のさまざまなデー

タのやりとりについて、今は電気中心、電子回路という形でやられているわけですけれども、そこを

光の情報に置きかえて、光回路でやりとりできれば、十分な省電力化が期待でき、小型化することが

できるということで、本プロジェクトでは、小型の光電子変換チップの開発をしております。これを

将来的にはケーブルに乗せたり、あるいはボードに乗せていくということで、現在のところはデータ

センターに置かれるようなサーバーの省電力化、あるいは小型化というものを目指してやっていると

ころでございます。 

 ２枚目のところに出口戦略がございますけれども、このように開発した技術が最終的に市場に出て

いくことが、私ども経済産業省で実施している研究開発事業の究極的な目的でございます。製品の製

造や事業を担う組織をつくっていくということが必要でございまして、検討をしているところでござ

います。 

 また、10年間という長い期間のプロジェクトで、３段階ぐらいに分けて研究成果を実際の製品にし

ていくという段取りで進めております。２ページ目の右側のところに光Ｉ/Ｏコアとか、光ケーブル

つき基板とか、インタポーザとございますけれども、これがまさしく今申し上げた３つの３段ロケッ

トとお考えいただければと思います。このように期間を区切って、研究開発事業の成果を段階的に市

場に投入していくということを目指しております。 

 施策の推進に当たっての課題ということにつきましては、長いプロジェクトでもございますので、

今開発しているものがどういう製品に搭載されて、どのような効果を上げ得るのかというものは、場

合によっては変わっていくかもしれないというご指摘を総合科学技術会議でのご議論でもいただいて

いるところでございます。 
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 したがって、そういう意味ではプロジェクトを進めつつ、出口について、目標とすべき製品なり、

あるいはスケジュール等々につきましては、中間評価等々の機会を使って、モニタをしつつ、柔軟な

進め方をしていくということが必要かと考えております。 

 今ご説明申し上げました技術開発というのは、いわゆるデバイスによりＩＴ機器の消費電力を下げ

ていくということを目的に進めているものでございますけれども、実はその先には、その結果として、

デバイスが一体何に使われて、どのような付加価値を世の中に示し得るのかというところが、ますま

す課題になってくるところでございます。先ほどのご説明の中でも例えば介護ロボットの話であると

か、あるいは自動運転、ヘルスケアといった新しい社会システムが生まれて、そこに踏み出していこ

うとすれば、半導体、電子デバイスの役割はますます高まっていくことになると思いますし、性能の

アップもしていかなければなりません。そういうアプリケーションでのニーズを踏まえた研究開発を

企業のほうでも進めていかれていると承知しておりまして、私どもの研究開発事業にもそういったニ

ーズを盛り込んで、そういうコンセプトでやっていく必要があるのではないかと考えております。 

 私のほうからは以上でございます。 

 

【相田座長】 

 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまご説明いただきました施策内容につきまして、ご質問、ご意見等お願いしたい

と思います。 

 

【佐々木構成員】 

 「低消費電力デバイス」のところで、「出口」に関する話です。例えば、コンピュータとか、そう

いうものを創ろうと考えたときに、特定のデバイス（回路）だけを低消費電力、あるいは低閾値にし

たとしても、（応用回路やシステム）全体が、バランスがとれていないといけないわけです。そうい

う大規模な応用回路やシステムを考えたとき、例えば、インテルのＣＰＵも扱えますか？とか、他の

機能的な応用回路も使えますか？といった結構ややこしいことがたくさんあります。 

 たぶん、出口で一番近いところになると、ボディエリア・センシングのような長時間で観察し続け

たい分野があると思います。そのケースで、例えば、発電機能としてエネルギー・ハーベスティング

技術はどうするのだろう？ エネルギー・ハーベスティング技術でも、あまり効率よく発電できない

のであれば、蓄電機能が必要なわけですよね。どの程度のものをどんなアプリケーションで使うか？

ということによって、考える技術のターゲットが異なると思います。そうすると、「低消費電力デバ

イスの開発」ということと、並行して、発電の「エネルギー・ハーベスティング技術」と「蓄電技術

」のセットで、トータルなシステムで、どんなものを創ろう？という「出口」の考え方も必要だと思

うのですが、そういう議論は、並行してどこかでされているのでしょうか？ 

 

【宮崎デバイス産業戦略室室長】 

 今、研究開発プロジェクトの中で実際にそういう話をダイレクトに取り扱っているかというと、そ

れはやってはおりませんけれども、何かの価値というか、サービスというか、そういうものを実現し

たいときに、ここで開発した技術のみではなくて、さまざまな既存の技術、あるいは新しい別の技術

も組み合わせて何ができるかということを考えていく必要があるというのは、おっしゃるとおりだと

思います。 

 そういう意味では、行き着くところ、アプリケーションといいますか、サービスのほうで何を実現

したいのかというのがまずあって、それを実現していく手段の一つとして、こういった今開発してい

るような技術がどう使えるかというのを考えていく必要があると思っています。今、産業界の皆さん
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と一緒にそういった主導の取り組みというのをどうやって今後進めていくかというのを議論させてい

ただいているところであります。まだ事業とか、そういう形の具体化まではまだいっておりませんけ

れども、私どものほうも半導体業界の皆さんも、もう少しアプリケーションのほうから出てくるニー

ズを、どのように今のデバイスや研究開発の成果を使って実現していくかという、そこに相当フォー

カスした議論をしているということでございますので、またご指導いただきながら進めていきたいと

思っております。 

 

【相田座長】 

 ほかにいかがでございましょうか。 

 

【久間総合科学技術会議議員】 

 ただいま説明していただいた、低消費電力デバイスや光エレクトロニクスデバイスも、技術そのも

のは世界で断トツの技術です。これをいかに早く実用化していくかが、システム産業としても、デバ

イス産業としても重要です。 

 これらの技術は、去年まではＩＣＴワーキンググループではなくて、ナノテクロノジー材料ワーキ

ンググループに入っていました。ただし、ナノテクノロジーワーキンググループに入れると、どうし

ても物理現象とか、デバイスをいかにつくるかとかという方向に議論が行きがちです。これではせっ

かくの技術が宝の持ち腐れになる可能性があるので、今年からＩＣＴワーキンググループに入れて、

システムサイドから新しいデバイスをどう活用するかを積極的に議論していただくことにしました。

ですから、それぞれのレイヤーの方からいろいろな意見を是非出していただきたいと思います。 

 

【西村構成員】 

 次世代型の超低消費電力デバイス開発プロジェクトのほうなのですが、開発されている内容がグロ

ーバルに考えて、半導体産業の中で共通的なプロセスというか、デバイスのプラットフォームという

か、基盤的なところに当たる開発をされているということなので、でき上がったときの優位化をどう

いうふうにされるかということを考えながらやっておられることだと思うのですけれども、どういう

ふうに考えておられるかというのを少し教えていただければなと思います。 

 

【宮崎デバイス産業戦略室室長】 

 微細加工のところにつきましては、これは日本でも今、実用化を目指して研究しておりますけれど

も、当然のことながら同じコンセプトで、例えばインテルとか、ＴＳＭＣ社といった海外のメーカも

研究開発を進めているところでございます。先ほど申し上げた光源の問題があるので、いつ市場にそ

の技術を使ったものを投入するかどうかというのは、何ともまだ見えていないところであります。 

 したがって、こういうものが実際にできるようになったときに出おくれないように、マスクメーカ、

ディスクメーカ含めて、準備していくことが必要だと思いますし、ここできちんとマスクなり、ディ

スクなりの開発をすることができて、準備万端になっていれば、こういったメーカは逆に技術という

のを海外他社にも売れるというか、売っていけるということで、世界シェアの維持拡大もできるとい

う意味で本プロジェクトを進めていく価値は十分あると思っています。 

 もう一つの新構造の新材料のデバイスの開発の部分につきましては、優位性というものを実現して

いくために、それを使ったアプリケーションとセットでないと恐らく難しいのではないかと思います。

したがって、実は２番目のプロジェクトというのは、来年がプロジェクトとしては最終年度になって

いるので、来年度にそういった開発しているものの応用をどうしていくかということをプロジェクト

の中でもきちんと議論するという予定にしております。その際には、開発メーカだけではなくて、ア
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プリケーションメーカ、あるいはサービス事業者などの関係者の皆様も入っていただいた上でこうい

ったデバイスをどう使っていくかということをきちんと考えた上で、それに合ったビジネスモデルを

関係者で検討していく必要があるのではないかと思っております。 

 

【相田座長】 

 ほかにいかがでございましょうか。 

 時間も大分遅れておりますので、議論はここまでとさせていただきます。 

 それで、先ほども申し上げましたけれども、この件につきましては、羽生構成員に次回のワーキン

ググループまでに助言を取りまとめていただくということで、これに対してコメントをいただく担当

の方も事務局のほうからご連絡して決めてあることかと思いますけれども、是非私も一言言いたいと

いう構成員の方は、羽生構成員、もしくは事務局のほうにメール等でご連絡いただければ、それを反

映していただけるかと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 続きまして、もう１件の施策のほうでございますけれども、文科省と経産省の連携プロジェクトと

いうことで、これにつきましては一応責任省庁ということで、文科省さんのほうから３施策合わせて

10分ということでご説明をよろしくお願いいたします。 

 

【文部科学省】 

 文部科学省の田畑と申します。本日は資料の３－３に基づいて説明させていただきたいと思います。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 説明の仕方としましては、まず冒頭に、３施策ございますが、平成26年度アクションプランとして、

不揮発性素子という言葉をキーワードとして、３つの施策を含んでおります。冒頭の説明後に、個別

の案件ごとに説明者がかわりますが、その点ご容赦いただければと思います。 

 まず、冒頭のほうなのですが、既にこれまでのこの会合の中でもお話がありましたが、ＩＴ機器の

使用増加によりまして、エネルギー消費が非常に上がってくると。こちらのほうで調べた統計では、

2050年には2005年の最大で９倍には伸びるのではないかというような話もある中で、ＩＴ機器、これ

からお話しするのはデバイス関係ですが、こういったデバイスはあらゆる電子機器の中に入っている

中で、この消費電力をいかに抑えていくかというのが今後の消費電力量を抑えるに当たって鍵になる

のではないかというふうに我々は考えまして、既に半導体デバイスについては、我が国が優位を持っ

て研究を進めてきたところでありますが、従来の半導体デバイスにかわる新しい技術といたしまして、

超低消費電力とハイスピード・大容量を両立する革新的な超低消費電力デバイスの開発を行うという

命題のもとに３つの施策を挙げさせていただいております。 

 資料のほうの３ページ目のほうなのですが、スピントロニクスは、この中の全てではないのですが、

実際今後一つの例としまして取り上げさせていただきました。平成40年までを線表に引いております

が、ＷＳＴＳの統計等に基づいて試算を行いますと、半導体市場については平成40年には12兆円に上

るような、また市場が展開されるのではないかという話がございまして、経産省さんのノーマリーオ

フコンピューティング基盤技術開発、そして文科省のほうでさせていただいておりますスピントロニ

クス技術については、平成32年、2020年にも実用化をするようなスケジュールで動かしていきたいと。

さらに将来の先を見越して、不揮発性素子ということで、「創発現象を利用した革新的超低消費電力

デバイスの開発」というものもあわせてやっていくという形のものを考えております。 

 次に、個別の各施策のほうに移らせていただきたいと思うのですが、すみません、資料の順番が前

後してしまいますが、10ページのほうの「創発現象を利用した革新的超低消費電力デバイスの開発」

のほうを文科省の研究開発局のほうから説明させていただきます。 
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【文部科学省】 

 文科省の開発研究局の環境エネルギー課でございます。 

 先ほどご案内がありましたとおり、10ページの「創発現象を利用した革新的超低消費電力デバイス

の開発」について簡単にご説明いたします。 

 先ほど冒頭にご説明いたしましたように、これからの消費電力を少なくしていくというデバイスの

開発の中で一番遠いところを目指しているのがこのテーマになりますが、電力消費を抑えていくとい

う中で、これは強相関電子物質研究というものを用いて、新しいデバイスを開発したいということで

ございまして、従来の1000分の１程度に消費電力を抑制することを目指しております。 

 これには磁化制御にとってかわる電力消費を伴わない素子というものの開発や電界による磁化制御

の開拓といったことで、電子情報機器の構成要素となるデバイスについて、電力消費を低減し得る革

新的な新原理を開発するということと、それを2020年を目処にいたしまして、プロトデバイス、実験

レベルで大体必要な技術を完成させるということを目標にして進めるという予定でございます。簡単

な原理は、その下のポンチ絵で描いてございます。 

 その次のページでございますが、先ほどもご指摘ございますけれども、こういった社会実装してい

くという意味におきましては、大量生産に向けました製造プロセス改善、それから既存半導体とのハ

イブリッド化といったようなことが必要でございますが、何分新しい技術でございますので、早期の

段階から各種メーカさんとの連携が必要であるということでございまして、出口戦略といたしまして

は、こういった新しい技術ではございますけれども、メーカと連携しながら、技術開発を進めていく

ということでございまして、理化学研究所を中心にして考えておりますけれども、複数の企業からの

研究員も受け入れまして、そういった共通課題を、そういった問題意識ですが、解決方法につきまし

て共有しながら、日本企業の基礎研究開発全体を底上げしたいということでやっていきたいというふ

うに考えております。 

 非常に簡単でございますが、以上でございます。 

 

【文部科学省】 

 では、またページが飛びますが、７ページのほうをおめくりいただきまして、スピントロニクス技

術の応用等による超低消費エネルギーＩＣＴ基盤技術の開発・実用化ということに関して、研究振興

局からご説明させていただきます。 

 まず、我々のほうは、実際には応用分野も当然重要ではあるのですが、基礎技術ということで、ス

ピントロニクス技術というものに従前から取り組ませていただいております。既にご承知の方も多く

おられるかと思いますが、こちらの技術は、電子スピンを利用する形で電気抵抗の変化により素子を

作成するというものでございまして、電源が切れても情報の記憶を保持することが可能であるという

不揮発性素子というものの研究を行うということで、東北大学の大野先生のグループを中心にプロジ

ェクトを進めておるものでございます。 

 従前からの半導体デバイスと比較しまして、消費電力100分の１以下にする極低エネルギー情報デ

バイスの作成を目標として、2016年までのスケジュールで技術の確立までを進めたいと考えておりま

して取り組んでおるものでございます。既に要素技術自体はできておるところもあるのですが、実用

化ということを考えますと、20ナノメートルという素子寸法を実現するというところを重点に置いて

取り組んでいきたいというふうに考えておるものでございます。 

 施策の推進に当たっての課題というところなのですが、スピントロニクス技術を用いた商用ＩＣＴ

技術を実用化していくに当たっては、スピンデバイスの特徴を生かした回路設計の構築が必要という

ことになりますが、材料・デバイス・回路という各フェーズの専門家の方が有機的に連携した形で技

術開発を進めていく必要があるというふうに考えております。 
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 あと、もう１点については、小型センサの実用化や重要な情報インフラへの実装を実現するために

は、電圧によるスイッチングですとか、発熱の抑制、さまざまな衝撃や急激な外部変化等に対する頑

丈さ、一定の機能を維持し続けなければならないという点が課題としてありますので、このために実

証実験をやっていくことになりますが、研究機関の研究者と企業の技術者が連携をとりまして、さま

ざまな状態を想定して、必要な仕様を厳密に定義していくことが必要であると考えております。 

 出口戦略といたしましては、研究プロジェクト自体は2016年のところまでやるという話になってい

ますが、既に多くの企業の方と連携させていただいておりまして、技術の確立とともに実際のスピン

トロニクス技術、MRAMと呼んでおりますが、この技術を確立しまして、まずは素子の部分を確立した

上で各分野での製品のほうに導入していくというところを進めていきたいと考えております。現状で

は研究開発を終えます2016年にはサンプル出荷ができるような形で研究のほうが進められればという

ことで、研究者の皆様とご相談させていただいているところです。 

 最後になりますが、ページのほうで申しますと４ページ目の経産省さんのほうからお願いいたしま

す。 

 

【宮崎デバイス産業戦略室室長】 

 経産省のほうから手短にご説明します。 

 今ご説明ありました２つのプロジェクトが次世代、ないし次々世代の不揮発性素子デバイスの開発、

要素技術の開発というものを目指しておられるのに対して、私どものほうは、どちらかといいますと、

既に開発されている不揮発性素子を使って実際の不揮発性コンピューティングをどのように構成して

いくかということを中心に研究開発を進めております。 

 具体的には５ページにございますように、プロジェクト自体は2011年度から2015年の５カ年で行い

ますけれども、ノーマリーオフ化を実現するための不揮発性素子を含めたアーキテクチャーの組み方

というものの開発を集中研というところで行いながら、出口を例えば携帯情報端末とか、あるいはセ

ンサネットワーク、あるいはヘルスケアの応用というところに絞り込んで、実際にそういったものを

ご担当になる企業を決めて、そこに特化した形で研究を進め、もちろん集中研の成果をきちんと反映

しながら事業を進めております。 

 例えば情報端末プロセッサのところでいえば、プロセッサの中の混載のメモリのところに不揮発の

メモリを置くとか、あるいは下にありますような監視系のノード用マイコンというところについては、

センサとマイコンと電源の組み合わせというもので、例えば人が来ると作動するようなセンサ、ある

いは動くようなマイコンというものを、アプリケーションをイメージしながらアーキテクチャーを考

えていくと、こういったことを進めているところであります。 

 ノーマリーオフコンピューティングを実際にやっていこうとすると、揮発性の素子を単に不揮発に

置きかえれば済むのかというと、必ずしもそうではないということがありまして、アーキテクチャー

の部分から含めて、根本から設計するというなかなか難しい課題に取り組んでいるというのが実態で

あります。 

 例えば実際に揮発性の素子のどこの部分を不揮発性素子に置きかえるのかということも、それに適

した素子の組み合わせを考えなければなりません。また、ノーマリーオフといっても、単純に電源を

遮断していくと、かえってエネルギー消費が増えてしまいます。つまり電源をオンにするときに意外

と電力を消費するということもございまして、単純に必要ないときには切ってしまえばいいというわ

けでもないということで、そういう電源遮断の技術というか、組み合わせといいますか、そういった

ものについてもいろいろなシミュレーションを重ねながら、最適な組み合わせを探っていく必要があ

ります。このようなより実用化に近いところの研究を私どもでは進めているということでございます。 

 以上でございます。 
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【相田座長】 

 それでは、ただいまご紹介いただきました施策につきまして、ご質問、ご意見等ございましたらお

願いいたします。 

 

【西構成員】 

 ３ページのところの下のアプリケーションのところで質問させていただきたいのですけれど、ノー

マリーオフとスピントロニクスのところの関係なのですが、単純にいうと、微細化との関係もあって、

情報端末用というのがスマートフォン用だと思えば、これは結構微細化最前線です。しかし、監視セ

ンサノード用のマイコンとか、生体情報用のＬＳＩとか、こういうものは多分微細化という意味では、

90ナノだとか、65ナノだとか、低電力最優先だったらば、微細化のほうでは一番最先端プロセスを使

うわけではないと思うのですね。 

 何が言いたいのかというと、後ろのスピンのほうも、例えば汎用ＤＲＡＭ置きかえというと、微細

化がかなり要求されます。他方で、「センサノードや生体用のところ」であれば、両者の取り組みで

同じ新デバイスを使うことは可能ではないでしょうか。「微細化最前線のところで実用化を狙ってい

きましょう、活用していきましょう」というと、なかなか合わない部分も出てくるのではないかと思

うのですけれど、応用領域によっては、両者が本当は一体にやれるのではないかという部分もあるよ

うな気がするのです。その辺の議論の状況はどうなっているのか教えていただければと思うのですが。 

 

【宮崎デバイス産業戦略室室長】 

 おっしゃるようにどこまで微細化が必要なのかという点につきまして申し上げれば、ＤＲＡＭ代替

とマイコン、センサでは水準が違うというところはあると思いますけれども、おっしゃるように私ど

ものところでいえば、幾つかのアプリケーションを実際にイメージに置きながら、３つのプロジェク

ト、研究開発を進めているというところでございます。もしかすると、Ｂ社のマイコンとＣ社のＬＳ

Ｉを一緒にできるかもしれないじゃないかというご指摘については、本当にやってしまえば、もしか

するとそうなのかもしれないのですけれども、使い道が違うというところで幾つか複数のアプリケー

ションを念頭に置いてプロジェクトを進めているということでございます。 

 お答えになっていないかもしれませんけれども、以上でございます。 

 

【相田座長】 

 今のご質問は、先ほどの前半でご紹介いただいた経産省さんの微細化のプロジェクトとこっちはど

う関係するか、そういう観点だったと思ってよろしいのでしょうか。 

 

【西構成員】 

 メーカが入ってきていると利害があるので、一緒には難しいのかもしれないのですけれども、技術

上の活用とか、ノーマリーオフのほうに、例えば、「ＭＲＡＭの性能は足らないね」とか、幾つかそ

ういった言葉も書かれています。それは微細化を優先されると厳しいのだろうなと思うのですけれど

も、低電力用のマイコンであったり、必ずしも微細化最前線ではないところの応用領域については、

相乗効果を高めていくような工夫もできるのではないかと思って発言しました。 

 

【宮崎デバイス産業戦略室室長】  

そういう意味ではおっしゃるとおり、実際にプロジェクトが終わって、こういった技術を活用して、

デバイスが世の中に出ていくという段階になったときには、ご指摘のような議論というのが企業様の
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中でされるということは十分考えられると思いますけれども、プロジェクトの中では今申し上げたよ

うな段取りで進めているということであります。ご指摘はプロジェクト実施主体にも伝え、考えてい

くべきではないかと思います。 

 以上です。 

 

【相田座長】  

それでは、私の不手際で大部時間を超過しておりますので、一応この場での議論はここまでというこ

とにさせていただきまして、この件につきましては、西村構成員のほうに助言の取りまとめをお願い

しているということで、ご意見等ございます方は是非西村構成員、もしくは事務局のほうまでご連絡

いただければと思います。 

 それでは、最後に連絡事項を事務局のほうからお願いいたします。 

 

【事務局（田中参事官）】   

すみません、事務局も議題を詰め込み過ぎたので、事務局も非常に反省しております。 

 本日はありがとうございました。皆様からのご意見を踏まえて、会議運営に努めて参りたいと思い

ます。 

 本ワーキンググループは、今年度中に本日を含めて５回開催させていただく予定でございまして、

次回は12月16日月曜日15時から、場所は本日と同じでございます。次回は、もともともう少し長く時

間を設定させていただいております。３回目以降は、１月17日、２月20日、３月７日、予備として３

月14日ということで、全ての構成員のご都合を合わせられず大変申しわけございませんけれども、最

大公約数的に設定させていただいております。各府省の課室長様におかれても、是非ご出席、ご議論

に参加いただきたいと思っております。 

 最後に、卓上の参考ファイルは置いたままでご退室いただければと思います。 

 以上です。 

 

【相田座長】 

 大変時間超過いたしまして、大変失礼いたしました。次回は12月16日ということでよろしくお願い

いたします。 

 本日はこれで閉会させていただきます。 

 どうもありがとうございました。 

‐了‐ 


